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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 平成14年８月１日付で、発行済株式総数324,160,422株につき、２株を１株に併合し、162,080,211株として

います（株主総会決議日 平成14年６月27日）。 

３ 第53期の１株当たり当期純損失金額は、期首に株式併合が行われたと仮定して算出しています。 

なお、第52期首に株式併合が行われたと仮定した場合の１株当たり当期純損失金額は、△442円69銭となり

ます。 

４ 第53期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

５ 平成15年３月18日付で、総額20,000,000,000円の債務の株式化による優先株式の発行を実施しており、第53

期、第54期および第55期の１株当たり純資産額の算定に当たっては、上記金額を純資産額から控除していま

す。また、平成18年１月20日付で優先株式の一部を有償で強制消却しており、第56期の１株当たり純資産額

の算定に当たっては、9,500,000,000円を純資産額から控除しています。 

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （百万円） 1,164,715 727,070 318,122 283,403 280,057 

経常利益又は 

経常損失（△） 
（百万円） △35,258 △26,774 3,332 6,685 9,142 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
（百万円） △71,741 △27,090 1,424 6,947 7,124 

純資産額 （百万円） 30,371 34,396 36,830 43,995 52,269 

総資産額 （百万円） 581,356 284,909 259,373 213,834 208,376 

１株当たり純資産額 （円） 93.75 62.95 73.56 104.52 139.75 

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失（△） 
（円） △221.34 △165.07 6.18 30.24 30.79 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） ― ― 4.02 19.65 20.35 

自己資本比率 （％） 5.2 12.1 14.2 20.6 25.1 

自己資本利益率 （％） ― ― 4.0 17.2 14.8 

株価収益率 （倍） ― ― 54.0 11.7 15.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △43,134 △47,321 3,088 337 12,829 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 3,937 28,369 △2,235 8,100 △1,969 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 52,620 4,645 △3,717 △10,591 △7,134 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
（百万円） 30,111 14,156 11,547 9,423 13,104 

従業員数 

（外、平均臨時 

雇用者数） 

（名） 
12,404 

(7,883)

4,591 

(4,759)

3,827 

(4,075)

2,870 

(2,282)

2,763 

(2,156)



６ 平成17年12月16日付で、総額15,000,000,000円の優先株式の発行を実施しており、当該優先株式の一部は普

通株式に転換されたため、第56期の１株当たり純資産額の算定に当たっては、8,726,628,000円を純資産額

から控除しています。 

７ 第52期および第53期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率および株価収益率について

は、当期純損失のため記載していません。 

８ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 



(2）提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 平成14年８月１日付で、発行済株式総数324,160,422株につき、２株を１株に併合し、162,080,211株として

います（株主総会決議日 平成14年６月27日）。 

３ 第53期の１株当たり当期純損失金額は、期首に株式併合が行われたと仮定して算出しています。 

なお、第52期首に株式併合が行われたと仮定した場合の１株当たり当期純損失金額は、△440円80銭となり

ます。 

４ 第53期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （百万円） 363,797 246,336 136,656 135,526 132,837 

経常利益又は 

経常損失（△） 
（百万円） △31,637 △19,674 4,133 3,895 5,223 

当期純利益 

又は当期純損失（△） 
（百万円） △71,435 △17,923 2,720 7,151 4,253 

資本金 （百万円） 27,809 15,969 15,969 15,969 8,668 

発行済株式総数 （株） 
普通株式 

324,160,422 

普通株式 

229,602,211 

A種優先株式 

4,500,000 

B種優先株式 

6,000,000 

C種優先株式 

9,500,000 

普通株式 

229,602,211 

A種優先株式 

4,500,000 

B種優先株式 

6,000,000 

C種優先株式 

9,500,000 

普通株式 

229,602,211 

A種優先株式 

4,500,000 

B種優先株式 

6,000,000 

C種優先株式 

9,500,000 

普通株式 

243,810,871 

C種優先株式 

9,500,000 

D種優先株式 

8,726,628 

  

  

純資産額 （百万円） 14,120 26,614 30,031 37,623 42,422 

総資産額 （百万円） 331,141 209,366 195,335 162,212 152,261 

１株当たり純資産額 （円） 43.59 28.92 43.87 76.82 99.37 

１株当たり配当額 

（内１株当たり 

中間配当額） 

（円）

（円） 

0.00 

(―)

0.00 

(―)

0.00 

(―)

0.00 

(―)

0.00 

(―)

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失（△） 
（円） △220.40 △109.21 11.90 31.21 18.42 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） ― ― 7.73 20.28 12.17 

自己資本比率 （％） 4.3 12.7 15.4 23.2 27.9 

自己資本利益率 （％） ― ― 9.6 21.1 10.6 

株価収益率 （倍） ― ― 28.1 11.3 26.1 

配当性向 （％） ― ― ― ― ― 

従業員数 

（外、平均臨時 

雇用者数） 

（名） 
4,477 

(2,291)

1,484 

(1,461)

1,426 

(984)

1,414 

(978)

1,426 

(923)



５ 平成15年３月18日付で、総額20,000,000,000円の債務の株式化による優先株式の発行を実施しており、第53

期、第54期および第55期の１株当たり純資産額の算定に当たっては,上記金額を純資産額から控除していま

す。また、平成18年１月20日付で優先株式の一部を有償で強制消却しており、第56期の１株当たり純資産額

の算定に当たっては、9,500,000,000円を純資産額から控除しています。 

６ 平成17年12月16日付で、総額15,000,000,000円の優先株式の発行を実施しており、当該優先株式の一部は普

通株式に転換されたため、第56期の１株当たり純資産額の算定に当たっては、8,726,628,000円を純資産額

から控除しています。 

７ 第52期および第53期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率、株価収益率および配当性向

については、当期純損失のため記載していません。 

８ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 



２【沿革】 

 当社は大正14年乳製品及び肉、皮革、種苗、薬品等を事業目的とする有限会社北海道製酪販売組合として設立さ

れ、その後、昭和25年北海道酪農協同株式会社時に過度経済力集中排除法の適用により北海道バター株式会社と雪印

乳業株式会社とに分割されましたが昭和33年に両社が合併、雪印乳業株式会社となりました。そして、平成13年に冷

凍食品事業、平成14年に育児品事業・アイスクリーム事業、平成15年に市乳事業をそれぞれ分割し、現在に至ってい

ます。 

年月 沿革 

大正14年５月 有限会社北海道製酪販売組合設立 

昭和16年３月 有限会社北海道興農公社を設立、事業を継承 

〃 16年９月 株式会社北海道興農公社に組織変更 

〃 22年１月 北海道酪農協同株式会社に社名変更 

〃 23年２月 過度経済力集中排除法の指定を受ける 

〃 25年６月 過度経済力集中排除法の適用により、雪印乳業株式会社と北海道バター株式会社に分割 

〃 25年８月 東京証券取引所市場第一部、札幌証券取引所に株式上場 

〃 25年12月 肉製品、種苗の事業を切り離し、雪印食品工業株式会社（旧 雪印食品株式会社）、雪印種苗株

式会社（現 連結子会社）を設立 

〃 27年10月 株式会社雪アイス（現 株式会社日本アクセス）を設立 

〃 32年３月 雪印運輸株式会社（現 フーズレック株式会社）の株式を買取り 

〃 32年５月 株式会社雪アイス（現 株式会社日本アクセス）、雪印物産株式会社に社名変更 

〃 33年11月 クローバー乳業株式会社を合併 

〃 35年７月 雪印ローリー株式会社（現 カゴメラビオ株式会社）を設立 

〃 36年４月 札幌酪農牛乳株式会社を合併 

〃 37年10月 雪印食品工業株式会社（旧 雪印食品株式会社）、東京証券取引所市場第二部及び札幌証券取引

所に株式上場 

〃 38年６月 食品部門の業務を雪印食品工業株式会社（旧 雪印食品株式会社）に移譲 

〃 41年３月 大阪証券取引所市場第一部に株式上場 

〃 45年８月 雪印食品工業株式会社（旧 雪印食品株式会社）、アンデスハム株式会社を合併し商号を雪印ア

ンデス食品株式会社に変更 

〃 50年10月 雪印運輸株式会社（現 フーズレック株式会社）、東京雪印物流株式会社に社名変更 

〃 51年８月 雪印アンデス食品株式会社（旧 雪印食品株式会社）、雪印食品株式会社に商号変更 

平成５年10月 雪印物産株式会社（現 株式会社日本アクセス）が、仁木島商事株式会社、島屋商事株式会社、

雪印商事株式会社ならびに東京雪印販売株式会社を合併し、社名を株式会社雪印アクセスに変更 

〃 ６年６月 雪印種苗株式会社（現 連結子会社）、東京証券取引所市場第二部及び札幌証券取引所に株式上

場 

〃 11年10月 東京雪印物流株式会社、関西雪印物流株式会社、北海道雪印物流株式会社、東北雪印物流株式会

社ならびに東海雪印物流株式会社が、東京雪印物流株式会社（現 フーズレック株式会社）を存

続会社として合併し、社名を雪印物流株式会社に変更 

〃 13年３月 雪印ローリー株式会社（現 カゴメラビオ株式会社）、雪印ラビオ株式会社に社名変更 

〃 13年10月 冷凍食品事業を切り離し、雪印冷凍食品株式会社（現 株式会社アクリフーズ）を設立 

〃 14年４月 雪印食品株式会社が解散を決議 

〃 14年10月 会社分割により、育児品事業をビーンスターク・スノー株式会社（現 連結子会社）に承継 

アイスクリーム事業を切り離し、ロッテスノー株式会社（現 持分法適用関連会社）に営業譲渡

雪印冷凍食品株式会社（現 株式会社アクリフーズ）、株式会社アクリフーズに社名変更 

 



年月 沿革 

平成14年11月 株式の一部譲渡により、株式会社雪印アクセス（現 株式会社日本アクセス）が関係会社でなく

なる 

雪印ラビオ株式会社（現 カゴメラビオ株式会社）の全株式を譲渡 

〃 15年１月 会社分割により、市乳事業を日本ミルクコミュニティ株式会社（現 持分法適用関連会社）に承

継 

〃 16年５月 株式の譲渡により、雪印物流株式会社（現 フーズレック株式会社）が関係会社でなくなる 

〃 17年３月 大阪証券取引所市場第一部に株式上場廃止を申請 

〃 17年５月 大阪証券取引所市場第一部の株式上場廃止 

〃 17年８月 雪印食品株式会社が清算業務を結了し、関係会社でなくなる 

〃 18年１月 株式の譲渡により、株式会社アクリフーズが関係会社でなくなる 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社、子会社26社および関連会社17社で構成され、事業の種類別

セグメントとの関連は、次のとおりです。 

(1）食品事業 

 当事業に係る連結会社は８社であり、乳・加工食品等の製造販売を行っています。 

乳・加工食品は主として当社、ビーンスターク・スノー㈱（連結子会社）が製造し、当社、ビーンスターク・ス

ノー㈱（連結子会社）、㈱エスアイシステム（連結子会社）が主として販売しています。 

(2）飼料・種苗事業 

 当事業に係る連結会社は２社であり、飼料および牧草・飼料作物種子等の製造販売を行っています。 

 飼料および牧草・飼料作物種子等の製造販売は、主として雪印種苗㈱（連結子会社）が行っております。 

(3）その他事業 

 当事業に係る連結会社は８社であり、共同配送センター事業、製造資材の製造販売、飲食店・売店の経営等を行

っています。 

 共同配送センター事業は、主として㈱エスアイシステム（連結子会社）が行っています。 

 製造資材の製造販売は、主として㈱クレスコ（連結子会社）が行っています。 

 飲食店・売店の経営は、主として㈱雪印パーラー（連結子会社）が行っています。 

 事業の系統図は次のとおりです。 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 

資本金又は

出資金 

(百万円) 

主要な事業 

の内容 

議決権の 

所有割合 

（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

(１)雪印種苗㈱ 

(注)３

(注)４

(注)５

札幌市厚別区 4,643 飼料・種苗事業
50.57 

（0.06）
役員の兼任３名 

(２)ビーンスターク・スノー㈱ 札幌市東区 500 食品事業 80.00 

当社の粉乳の仕入先です。 

当社は支店の一部を貸与しています。 

役員の兼任２名 

短期貸付金2,990百万円を行っています。 

(３)八ケ岳乳業㈱ 長野県茅野市 60 食品事業 100.00 

当社の乳食品等の仕入先です。 

役員の兼任１名 

短期借入金300百万円を行っています。 

(４)㈱クレスコ 東京都北区 38 その他事業 100.00 
段ボール・紙器等の購入先です。 

当社は営業所の一部を貸与しています。 

(５)甲南油脂㈱ 

(注)３
神戸市東灘区 100 食品事業 51.00 

当社の油脂の仕入先です。 

役員の兼任３名 

(６)東洋冷熱㈱ 東京都新宿区 50 その他事業 100.00 
当社の冷凍・冷蔵ショーケースの購入先です。 

短期借入金150百万円を行っています。 

(７)㈱雪印パーラー 札幌市中央区 30 その他事業 
94.02 

（5.02）

当社の乳食品等を販売しています。 

役員の兼任１名 

(８)チェスコ㈱ 

(注)３
東京都新宿区 472 食品事業 90.91 

当社の乳製品の仕入先です。 

役員の兼任１名 

(９)㈱ＹＢＳ 東京都新宿区 30 その他事業 100.00 

当社ビルの総合保守管理を行っています。 

当社が加入する損害保険の契約窓口です。 

役員の兼任１名 

短期借入金80百万円を行っています。 

(10)㈱エスアイシステム 

  (注)６
東京都渋谷区 200 

食品事業 

その他事業 

75.50 

（10.50）

当社の乳製品等の販売を行っています。 

当社は建物の一部を貸与しています。 

役員の兼任１名 

債務保証683百万円を行っています。 

(11)ニチラク機械㈱ 北海道江別市 50 その他事業 
52.90 

（2.04）

当社工場の機器製造・修理等を行っています。 

役員の兼務１名 

(12)雪印オーストラリア㈲ 

（注)３

オーストラリア

連邦ヴィクトリ

ア州メルボルン 

千AS$

21,882 
食品事業 100.00 

当社の乳製品等の仕入先です。 

役員の兼任３名 

短期借入金100百万円を行っています。 

(13)台湾雪印㈱ 中華民国台北市 
千NT$

7,000 
食品事業 100.00 当社の粉乳等を販売しています。 

(14)㈲ロイヤルファーム 

(注)７
青森県十和田市 10 その他事業 

47.00 

（47.00）
(1）社の飼料製品の販売先です。 

(15）道東飼料㈱ 北海道釧路市 300 飼料・種苗事業
60.00 

（60.00）
(1）社の配合飼料の仕入先です。 

 



 （注）１ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

２ 「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有です。 

３ 特定子会社です。 

４ 有価証券報告書を提出している会社です。 

５ 雪印種苗㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）が連結売上高の10％を超えています

が、有価証券報告書の提出会社であるため、主要な損益情報等の記載を省略しています。 

６ ㈱エスアイシステムについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）が連結売上高の10％を超え

ています。 

７ 持分は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としています。 

８ 持分は100分の20未満ですが、実質的な影響力を持っているため持分法適用関連会社としています。 

名称 住所 

資本金又は

出資金 

(百万円) 

主要な事業 

の内容 

議決権の 

所有割合 

（％） 

関係内容 

(持分法適用非連結子会社）           

(16)雪印タイ㈱ 

(注)７

タイ王国 

バンコク市 

千BT

8,500 
食品事業 

49.00 

（16.00）
当社の粉乳等を販売しています。 

(17)酪農振興㈱ 北海道江別市 10 その他事業 
100.00 

（100.00）
(4）社の包装用資材等の仕入先です。 

（持分法適用関連会社）           

(18)イーエヌ大塚製薬㈱ 岩手県花巻市 1,510 食品事業 40.00 役員の兼任１名 

(19)ロッテスノー㈱ 

(注)８
東京都中野区 2,050 食品事業 14.83 

当社の原料乳製品の販売先です。 

当社は支店の一部を貸与しています。 

役員の兼任１名 

(20)日本ミルクコミュニティ㈱ 東京都新宿区 14,188 食品事業 30.00 

当社の原料乳製品の販売先です。 

当社は工場土地、支店および研究所の一部を貸

与しています。 

役員の兼任１名 

(21)雪印北網運輸㈱ 北海道網走市 14 その他事業 31.25 
当社の乳食品等を運送しています。 

役員の兼任１名 

(22)冨士食品工業㈱ 山梨県山梨市 24 食品事業 50.00 

当社は本社および工場の一部を貸与していま

す。 

長期貸付金1,238百万円を行っています。 

(23)日本ポート産業㈱ 神戸市東灘区 500 その他事業 30.00 

(19）社製品の保管業務を行っています。 

役員の兼任２名 

短期借入金850百万円を行っています。 

(24)日本乳品貿易㈱ 東京都千代田区 150 その他事業 30.13 役員の兼任１名 

(25)Ｓ.Ｅ.Ｐ.Ｖ.㈱ 
フランス共和国

ボーヌ市 

千EURO

24,080 
食品事業 40.96 役員の兼任２名 

(26)㈱アミノアップ化学 札幌市清田区 369 その他事業 
32.80 

（32.80）
(1）社種苗部門の原料の仕入先です。 

主要な損益情報等 (1）売上高 72,273百万円

  (2）経常利益 1,328百万円

  (3）当期純利益 685百万円

  (4）純資産額 2,169百万円

  (5）総資産額 7,926百万円



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいます。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループ（当社および連結子会社）の労働組合には、全雪印関係労働組合連合会に加盟する組合が５組合

（平成18年３月31日現在組合員数1,507名）と、その他に４組合（平成18年３月31日現在組合員数330名）がありま

す。 

 なお、労使関係について特記すべき重要な事項はありません。 

  （平成18年３月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

食品 1,926 (1,662) 

飼料・種苗  379 (   92) 

その他 458 (  402) 

合計 2,763 (2,156) 

  （平成18年３月31日現在）

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,426 ( 923) 40歳8ヶ月 18年7ヶ月 5,851,591 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期のわが国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資が堅調に推移し、景気は緩やかな回復基調となりま

した。また、個人消費においても雇用情勢や所得環境の改善などを受けて明るさが増してきました。 

 酪農乳業界においては、平成17年度の生乳生産は都府県では前年をやや下回ったものの北海道において前年比

101.6％と比較的順調に推移したため、全国ベースでは100.1％とほぼ前年並みとなりました。一方、飲用乳消費は

他飲料との競合などにより大きく減少しました。このため、乳製品向け処理量が増すことにより脱脂粉乳だけでな

くバターの在庫増加が業界の大きな課題となってきました。 

 このような情勢のなかで当社は、安全・安心を前提としたコスト構造の見直しによる「事業収益力の強化」や在

庫圧縮による「キャッシュフロー創出」などに取り組みました。中でも、コスト構造の改善においては、調達から

生産・販売にわたる全社一貫したコスト管理の徹底による成果が、当期の業績に大きく寄与しました。 

 新商品においては、平成18年３月に「雪印北海道カマンベール匠仕込」、「雪印厚切りスライスチーズ」、「雪

印ミルク仕立てのマーガリン」、「雪印オレンジのしずくチーズケーキ」などをはじめとして、積極的な市場投入

を図りました。今後も、乳に関する技術力を活かした新需要創造型商品の開発を推進していきます。 

 世界的な乳製品需要の高まりによる輸入原料チーズの価格高騰や原油高による資材価格の上昇、さらには円安基

調など厳しい経営環境のなか、当社は、これまで企業努力により原価アップ分の吸収に努めてきましたが、平成18

年２月、家庭用チーズの一部商品において希望小売価格を改定し引き上げを実施しました。今後も、引き続き全社

一貫したコストダウンを図るとともに、消費者の充分な理解を得られるよう努めていきます。 

 経営計画においては、当期末までを取り組み期間としていた「新再建計画」を半年前倒して完了させ、期中であ

る平成17年10月より新たな雪印グループ「中期経営計画」を策定し取り組みを開始しました。中でも、当期におい

ては本計画の「財務・資本施策」として、平成17年12月の臨時株主総会決議により「第三者割当による優先株式

（Ｄ種優先株式)の発行（150億円）」および「Ａ種・Ｂ種優先株式の強制有償消却による資本の減少（148億円)」

を実施しました。その結果、当社の資本金は86億円、資本剰余金は76億円となりました。今後も雪印グループ「中

期経営計画」を、新たなステージに移行するための成長戦略として位置付け、本計画の達成に向けグループ一丸と

なり邁進していきます。 

 当社グループにおいては、平成14年４月に解散した雪印食品株式会社の清算を平成17年８月12日に結了しまし

た。雪印種苗株式会社においては、全国酪農業協同組合連合会との牛用配合飼料の生産会社「石巻飼料株式会社」

の稼動が本格化し、競争力強化に向けた生産体制を整備しました。また、「企業倫理委員会」の諸活動やグループ

各社の企業倫理担当者によるコンプライアンス教育のさらなる徹底をはかるなど、グループのコンプライアンス充

実に向けた活動も継続的に行なっています。今後もグループ各社のコンプライアンスの充実および本業における競

争力強化に向けた取り組みを実施していきます。平成18年３月末現在では、子会社26社、関連会社17社となり、前

期末から５社の減少となりました。 

 以上のとおり、当期の連結業績につきましては、連結売上高は2,800億57百万円（前期同期比98.8％)、連結営業

利益は92億４百万円（前期同期比141.4％)、連結経常利益は91億42百万円（前期同期比136.8％)、連結純利益は71

億24百万円（前期同期比102.5％)となりました。各利益項目とも前期を上回っており、当社の収益力の向上や主要

子会社の黒字決算など、グループ全体の収益の改善が進みました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

① 食品事業 

 バターは、主力の「北海道バター200ｇ」や「北海道バター100ｇ（10ｇに切れてる）」など安定的に推移しま

したが、売上高は前期を若干下回りました。 

 チーズは、「北海道カマンベール」や「さけるチーズ」などナチュラルチーズが好調に推移したことや、業務

用製品において製菓・製パンメーカーを中心に当社の強みを活かした提案型営業の推進などにより、売上高は前

期を若干上回りました。 

 油脂は、「雪印リセッタソフト」などのヘルシータイプの中容量商品が好調に推移しましたが、売上高は前期

を下回りました。 

 この結果、食品事業における売上高は2,132億97百万円（前年同期比99.0％)、営業利益66億74百万円（前年同

期比193.8％)となりました。 



② 飼料・種苗事業 

 飼料事業では、配・混合飼料の取扱物量は増加したものの、製品価格の値下げなどにより売上高は、ほぼ前年

並みとなりました。種苗事業では、牧草・飼料用の作付面積が減少したことなどにより、売上高は前年を下回り

ました。 

 この結果、飼料・種苗事業の売上高は396億14百万円（前年同期比99.8％)、営業利益６億９百万円（前年同期

比78.9％)となりました。 

③ その他事業 

 その他事業では、不動産賃貸事業の売上の減少に加え、食品製造機器や自動販売機などの売上も減少したこと

により、売上高は前年を下回りました。 

 この結果、その他事業における売上高は271億45百万円（前年同期比95.9％)、営業利益19億19百万円（前年同

期比83.7％)となりました。 

 なお、所在地別セグメントの業績については、本国以外の国又は地域に所在する連結子会社の売上高および資

産金額が、それぞれ全セグメントの売上高および資産金額の10％未満であるため、記載を省略しています。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物は、13,104百万円となり、前連結会計年度末と比べ

3,681百万円増加しました。 

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの原因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、12,829百万円（前年同期比12,492百万円増加）の収入

となりました。これは主に経常利益が前年同期と比べ2,457百万円増加したこと、債権流動化等の増加に伴う売上

債権の減少によるキャッシュ・フローの増加、厚生年金基金解散による一括拠出金等の支払が大きく減少したこと

などによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、1,969百万円（前年同期比10,069百万円減少）の支出となりました。 

これは主に固定資産及び投資有価証券の取得により4,288百万円を支出したこと、有形・無形固定資産及び株式の 

売却により3,224百万円の収入などによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、7,134百万円（前年同期比3,456百万円増加）の支出となりました。 

これは主に借入金の返済を進めたことによるものです。 

 なお、短期借入金が大きく減少し、長期借入金が大きく増加した要因は、平成17年９月末に当社でリファイナ 

ンスを実施したことによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１ 金額は、販売価格によっています。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(2）受注実績 

 当社グループ（当社および連結子会社）は見込み生産を行なっているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１ セグメント間の取引については、相殺消去しています。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

食品 147,052 98.0 

飼料・種苗 25,361 96.9 

その他 1,363 98.0 

合計 173,776 97.8 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

食品 213,297 99.0 

飼料・種苗 39,614 99.8 

その他 27,145 95.9 

合計 280,057 98.8 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

㈱日本アクセス 83,694 29.5 83,733 29.9 

㈱セブン－イレブン・ジャパン 59,062 20.8 61,791 22.1 



３【対処すべき課題】 

 新たな雪印グループ「中期経営計画」に沿いまして、当社の「平成18年度経営方針」における主な施策について、

次の通り定め具体的な課題に取り組んでまいります。 

(1) 収益力の強化 

①乳の機能性を活かした商品開発の推進 

   － 新需要創造型商品の開発 － 

②チーズにおける競争優位の拡大 

   － ナチュラルチーズへの重点投資・需要拡大 ― 

   － 業務製品事業の強化 － 

   － お客様の理解を得た価格戦略 － 

③新たな発想による生産・調達・物流のコスト構造の再構築 

   － 原材料高騰によるコストアップの吸収と価格競争力の強化 － 

④営業体制強化による戦略展開の一本化とスピード化 

⑤原料乳製品事業体制の強化と研究・開発資源投入による脱脂粉乳の需要拡大 

⑥機能性素材の世界展開 

⑦安全・安心を前提とした全部門における更なるコスト構造の見直し 

(2) 財務基盤の安定化 

①遊休資産の売却・棚卸資産の削減による総資産の圧縮 

②戦略的投資に向けた始動 

(3) 基幹システムの刷新 

①平成19年４月稼動に向けたシステム開発の完了 

②既存システムからの円滑な移行 

③新基幹システムの安定化に向けた教育の徹底 

  (4) 中期経営計画の具体的施策の実行 

    各事業・機能部門の中期経営計画の具体的な施策化と実行 

    ― アクションプランの実行と検証、検証に基づく更なる実行により、 

                       平成18年度経営目標を達成する ― 

  (5) コーポレートガバナンスの強化 

   ①「雪印乳業行動基準」を基本とした経営基盤の強化 

   ②会社法施行を機とする内部統制の充実 



４【事業等のリスク】 

  当社および当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があ

ると考えられる主な事項を記載しています。また、記載のようなリスク要因に該当しない事項についても、投資判断

上重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しています。 

 なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生した場合の対応に努める所存

です。 

 本項においては、将来に関する記述が含まれていますが、当該事項は有価証券報告書提出日現在において判断した

ものです。 

(1）酪農乳業界について 

・当社が生産するバターと脱脂粉乳は、同じ生乳を原料としていることから、一方の製品を製造すると、もう一方

の製品も製造しなければなりません。従って、どちらかの製品について製造と需要のバランスが失われる状況が

生じる場合には製品在庫が過剰となり、当社の業績と財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。 

・当社が生産するバター・粉乳・チーズなどの原料となる生乳取引価格は、「加工原料乳生産者補給金等暫定措置

法の一部改正に関する法律」に影響を受けます。従って、本法律が大幅に改正もしくは廃止された場合、当社の

原料調達価格に影響を与える可能性があります。 

・当社が生産するバター・粉乳・チーズは、国内農業保護を目的とした諸関税制度が敷かれています。しかし、Ｗ

ＴＯ（世界貿易機関）農業交渉において、広範な見直しが協議されていることから、交渉の結果如何によって

は、当社の販売および原材料調達に影響する可能性があります。 

(2）生産工場の集中について 

・当社が生産するバター・粉乳の大半は、北海道内で製造しており、北海道地域での大規模な地震を含む天災やそ

の他操業を停止せざる得ない事象が発生した場合、当該製品の生産能力が低下し当社経営に影響する可能性があ

ります。 

(3）食品の安全性について 

・食品業界においては、無認可添加物問題、米国でのＢＳＥ（牛海綿状脳症）問題、鳥インフルエンザ問題などに

より、食品の安全性や品質管理が強く求められております。品質管理については、世界標準の品質管理手法であ

るＩＳＯ9001およびＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた、当社独自の品質保証システムＳＱＳ（Snow Brand 

Quality Assurance System）を構築し、万全の体制で臨んでおりますが、今後も当社固有の品質問題のみなら

ず、社会全般にわたる一般的な品質問題などが発生した場合、当社グル－プの業績に影響を与える可能性があり

ます。 

(4）為替レートの変動について 

・当社グループは、一部の原材料および商品を海外から調達していることから、為替レートの変動の影響を受ける

可能性があります。当社の主力商品であるプロセスチーズは、原料の一部をオセアニア・ヨーロッパから調達し

ていることから、一般に、他の通貨に対する円安は当社に悪影響を及ぼし、円高は当社に好影響をもたらしま

す。 

(5）配合飼料事業について 

・配合飼料の主要原料は主に北米大陸から輸入しており、国際穀物市況、外国為替市況、海上運賃などの市況変動

の影響を受けます。なお、原料価格の高騰により配合飼料価格が上昇した場合、その影響を緩和するため、配合

飼料価格安定制度により、畜産経営者に対して価格差補てん措置が採られることになっております。当該措置が

採られた場合、当社グループへの影響も緩和されることになります。 

(6)個人情報保護について 

・当社グループでは、グループ各社が保有する個人情報の保護・管理について、「個人情報保護方針」及び関連諸

規定を定めるとともに、従業員教育などを通じ、厳正な管理に務めております。しかしながら、予期せぬ事態に

より情報の流出などが発生した場合には、社会的信用の低下などにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）業務提携 

 当社は平成３年２月26日に合同酒精㈱（現 オエノンホールディングス㈱）と業務提携契約を締結しました。 

なお、業務提携の概要は以下のとおりです。 

① 経営ノウハウ等情報の交流 

② 販売網・流通網・原材料・製商品・生産設備の相互活用 

③ 新製品・新技術の共同開発 

(2）事業提携に係る基本合意 

 当社と全国農業協同組合連合会は、生乳需要拡大や円滑な需給調整機能を果たすことを目的として、平成14年６

月５日「事業提携に係る基本合意書」に調印いたしました。 

６【研究開発活動】 

 当社グループ（当社および連結子会社）は、当社、雪印種苗㈱（連結子会社）およびビーンスターク・スノー㈱

（連結子会社）を中心に、中期事業戦略上急務となっている研究開発課題や、長期的成長の基盤となる基礎研究を幅

広く実施しています。 

 当連結会計年度の研究開発費の総額は2,080百万円です。 

 事業の種類別セグメントの主な研究開発活動は、次のとおりです。 

〔食品事業〕 

 当連結会計年度の研究開発費の総額は1,339百万円です。 

① 当社 

 当社の研究開発部門では、お客様の「おいしい笑顔」のあるくらしに貢献することを目標として企業活動を推

進しており、当社の技術企画室、商品開発部、技術研究所、札幌研究所、チーズ研究所が中心となって多くの価

値創造型商品をお客様に提供しています。 

 平成17年度の主な開発商品は、家庭用商品としては、北海道の生乳を使用して丁寧に仕上げたクリーミーな味

わいの「北海道カマンベール匠仕込」、暑い時に凍らせて食べてもおいしい「オレンジのしずくチーズケーキ」

「りんごのしずくチーズケーキ」、ビールやワインのおつまみにぴったりな「まろやかチェダーのひとくちチー

ズ」、ふんわり軽い口どけの「サンモレ ボン・フロマージュブラックペッパー」、“パッ”とむけて食べやす

くお子さんが喜ぶ「ハイ！チーズケーキヨーグルト味」、チーズのおいしさをしっかりと味わえる「厚切りスラ

イスチーズ」「厚切りとろけるスライス」、低カロリー・コレステロール０（ゼロ）のプレミアム感・健康感の

ある「ネオソフトキャノーラハーフ」、ミルクのおいしさを追求した「ミルク仕立てのマーガリン」、家族で楽

しめるファミリーサイズの「モーニングソフト」といった乳のうまみ・おいしさへのこだわりだけでなく、新し

い食感・食シーンを考えた商品、健康にこだわった商品を新発売しました。 

 業務製品としては、株式会社カネカとの共同で業務用チーズの新ブランド『ラクノス®』を立ち上げ、チーズ

をダイス、短冊、スライス状に成型した商品などを本格発売しました。これらの商品は、製菓、製パンなどの

様々なメニューに利用できます。今後も、当社の商品力と株式会社カネカの営業力でシナジーを発揮していきま

す。また、ユーザーの要望に迅速に応える技術開発システムをより充実させ、山崎製パン株式会社とコラボレー

ション商品「ネオソフト®マーガリン入りバターロール」向けのマーガリンや「チーズ入りロール」向けソフト

チーズを共同開発した他、冷食加工、水産加工、ファーストフードなどのユーザー向け留型商品の開発にも力を

入れています。 

 当社独自の機能素材であるMBP®は、特定保健用食品である「毎日骨ケアMBP®」をはじめ骨の健康に関わる多

くの商品に展開してきました。このたびMBP®の開発・商品化の実績に対し、米国食品技術者協会の産業発展功

労賞受賞に引き続き、「安藤百福賞 優秀賞」を受賞することができました。また、リニューアルした鉄ラクト

フェリンスキム・スティックタイプについても日本食糧新聞社より『第19回 新技術・食品開発賞』を頂くこと

となりました。MBP®については、グローバル化のステップとして米国の大手サプリメント会社ＧＮＣよりタブ

レット商品『Women’s Ultra Mega® Bone Density』を米国内で発売することができました。 

 こうした差別化された商品開発を行う上で重要な基盤研究については、専門性・優位性が高い４つのコア技術

（物性、分離、微生物、成形）を軸に「おいしさ加工技術」と「乳の機能性」について研究を行っています。最

近の「乳の機能性」関連の研究では、更年期女性を対象とした試験でMBP®の摂取が骨密度を増加させることを

明らかにし、海外でも発表しました。加えて、農林水産省の支援を得て国産チーズの保健機能について研究し、

得られた成果を学会などで報告しています。今後も、「乳に学び、乳を科学する」ことを基本に、革新性のある

独自技術につながる研究をスピーディに推進していきます。 



② ビーンスターク・スノー㈱ 

 「赤ちゃんとお母さんをはじめ、家族の健康といきいきしたくらしをサポート」する商品をお客様にご提供す

るために、「母乳調査研究」「乳幼児の食生活実態調査」をはじめとする赤ちゃんに関する調査研究や、「妊産

婦の食生活実態調査」などの調査研究を基盤に、赤ちゃんの“育つちから”とお母さんの“たのしい育児”、家

族全員の“健康的な生活”を応援できるよう、シーズとニーズの融合による魅力的な商品の開発・研究に取り組

んでいます。 

 これらの調査研究内容については、新生児栄養フォーラム、学会等で発表しています。また、独立行政法人生

研センターからの委託研究として、食物アレルギー対策食品についての研究開発を今年度から開始しました。 

 ７月には乳児用調製粉乳「ビーンスターク すこやか」とフォローアップミルク「ビーンスターク つよいこ」

を新発売しました。衛生面により配慮し、粉ミルクを取り扱うお母さんが安心してお使いいただけるよう、粉ミ

ルクで世界初となる「抗菌加工を施したミルク缶」を採用しました。 

 同じく７月に、「ビーンスターク ベビーフード」の大手赤ちゃん専門店専用商品を６品発売しました。８月

には韓国市場向けベビーフード10品の輸出を開始しています。 

 ９月にはミュータンスコントロール特許素材である、オーバルゲンＤＣを配合した機能性食品「ビーンスター

ク ハキラ」を新発売しました。むし歯菌のひとつであるミュータンス菌は、１歳７ヶ月頃から２歳７ヶ月頃の

時期に大人からの感染によって口の中にすみつくといわれています。奥歯が生え始めたお子さんとお父さん、お

母さんが親子で歯をたいせつにしていただくためにご利用いただけるようにしました。 

 平成18年３月には、「ビーンスターク １歳からのお昼ごはん」シリーズを新発売しました。手間をかけずに

すぐにあげられる栄養バランスのとれた具だくさんお昼ごはんとして、「栗かぼちゃのパスタ」、「完熟トマト

のパスタ」、「五目うどん」の３品を品揃えしました。 

 また、日本国際酪農連盟(JIDF)のコーデックス栄養・特殊用途食品部会、ベビーフード協議会に参画し、業界

の健全な発展にも協力しています。 

〔飼料・種苗事業〕 

 当連結会計年度の研究開発費の総額は741百万円です。 

① 雪印種苗㈱ 

 飼料事業分野では、分娩前後の疾病予防と乳量アップを図る乾乳期用配合飼料において、「スノードライバラ

ンス」の嗜好性を改善したリニューアル製品の作出とともに、新たにカルシウム水準を低下させる飼養管理方法

に対応した新製品「トランスプロ１９」を開発しました。また、哺育・育成期用の人口乳では、発育増進と疾病

減少効果を改善した新商品「ハイパスフード４０」を開発し、平成18年春より北海道から先行販売します。 

 種苗事業分野では、飼料用トウモロコシで都府県向けを主体とするスノーデント１１０・１１５・１２５クラ

スの新系統を開発し、平成18年春より販売を開始します。野菜種子では、食味の優れる中晩生のえだまめ新品種

「雪音」を開発し、品種登録の申請を行いました。花卉種苗では、組織培養系シクラメンとして発表した新品種

「ピエーノ」が各地の鉢物品評会で好評価を獲得し、今後の普及販売が期待されます。微生物関連資材では、サ

イレージ用酵素で大規模ユーザー向けに作業性を改善した新製剤「アクレモコンク」を開発し、平成18年春より

北海道から先行販売を開始します。 

 また、農林水産省が実施する受託研究では、平成17年度から新たに「飼料イネと粕類主体の搾乳牛用発酵ＴＭ

Ｒ飼料調製技術の開発」に参画し、当社グループが持つ技術力の活用を図っています。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

本項においては、将来に関する記述が含まれていますが、当該事項は有価証券報告書提出日現在において判断した

ものです。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてい

ます。 

 連結財務諸表を作成する際には、一部について見積りや仮定を用いることが必要になりますが、これらは期末日に

おける資産・負債の金額、及び、開示期間の収益・費用の金額に影響を与えます。見積りや仮定を行う場合は、その

時点で入手できる事実に基づき、可能な限り客観的に実施することを目指していますが、実際の結果とは異なる場合

もあります。 

 特に、以下の重要な会計方針については、当社グループの連結財務諸表の作成において使用する重要な見積りと判

断に大きな影響を及ぼすと考えます。 

①貸倒引当金 

 売上債権等の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。顧客の財政状態が悪化した場合には、追加引

当が必要となる可能性があります。 

②繰延税金資産 

 繰延税金資産については、将来の課税所得の十分性やタックスプランニングをもとに、回収可能性があると判

断される金額を計上しています。繰延税金資産の評価は、将来の課税所得の見積りと、税務上の実現可能と見込

まれる計画に依拠します。仮に将来の市場環境や経営成績の悪化により将来の課税所得が見込みを下回る場合

は、繰延税金資産の金額が大きく影響を受ける可能性があります。 

③退職給付費用および債務 

 従業員退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待運用収益率に

基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その影

響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用および計

上される債務に影響を及ぼします。 

④有価証券の減損処理 

 売買目的有価証券以外の有価証券のうち、市場価格又は合理的に算定された価額（時価）のあるものについて

時価が著しく下落したときは、回復する見込みがあると認められる場合を除き、当該時価をもって貸借対照表価

額とし、評価差額を当期の損失として処理しています。また、時価のない株式につきましても、当該株式の発行

会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したと判断される場合は、相当の減額を行い、評価差額は当

期の損失として処理しています。将来の市況悪化または投資先の業績不振等により、新たに減損処理が必要とな

る可能性があります。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高280,057百万円、営業利益9,204百万円、経常利9,142百万

円、当期純利益7,124百万円となりました。 

①売上高 

 売上高については、前連結会計年度283,403百万円から3,345百万円（1.2％）減少し280,057百万円となりまし

た。この前年同期比の減少額には、前連結会計年度期中にて連結除外となった㈱ほくれい、当連結会計年度期中

にて清算が結了した雪印西梅田開発㈱の影響が1,357百万円含まれております。連結範囲異動の影響を除くと、

売上高は前年同期比で1,987百万円（0.7％）減少しております。 

 食品事業の売上高は、213,297百万円で前年同期比2,082百万円（1.0％）減少しました。乳製品部門において

は、マーガリンの販売政策見直し、原料バター・脱脂粉乳を中心とした原料乳製品の市況軟化による販売価格下

落などの影響により前年に対して2,565百万円減少しました。乳製品以外の部門においては、販売子会社による

飲料製品などの売上が増加し、連結範囲異動の影響を除くと、前年に対して1,420百万円増加しました。 

 飼料・種苗事業の売上高は、39,614百万円で前年同期比93百万円（0.2％）減少となり、ほぼ前年並となりま

した。 

 その他事業の売上高は、27,145百万円で前年同期比1,169百万円（4.1％）減少しました。食品製造機器・自動

販売機の販売減により前年に対して578百万円減少、連結範囲異動の影響により前年に対して420百万円減少しま

した。 



②営業利益 

 営業利益については、前連結会計年度6,510百万円から2,693百万円（41.4％）増加し、9,204百万円となりま

した。当社は安全・安心を前提としたコスト構造の見直しによる「事業収益力の強化」、定期的に開催するグル

ープ経営会議を通じた「グループ経営の強化」に努め、収益力の向上に取り組みました。コスト構造の改善につ

いては、当社において輸入原料チーズの価格高騰や原油高による燃料費の上昇11億円があったものの、生産コス

トほかの見直しによる削減11億円、営業・商品力強化による宣伝促進費の削減９億円、退職給付費用減少10億円

などのコストダウンを図り、また、主要子会社の黒字決算など、グループ全体の収益改善が進んだことにより前

年実績を大幅に上回りました。 

③経常利益 

 経常利益については、前連結会計年度6,685百万円から2,457百万円（36.8％）増加し9,142百万円となりまし

た。主な利益増減要因は、上記営業利益の増益26億円であります。 

④当期純利益 

 当期純利益については、前連結会計年度6,947百万円から177百万円（2.5％）増加し7,124百万円となりまし

た。主な利益増減要因は、上記経常利益の増益24億円の他、当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準

の適用により、固定資産減損損失による減47億円、これによる再評価に係る繰延税金負債の取崩しによる増12億

円などであります。 

(3）財政状態の分析 

① 資産の部 

 総資産額については、前連結会計年度末213,834百万円から5,458百万円減少し208,376百万円となりました。

主な内容は、脱脂粉乳を中心とした過剰在庫解消に向けた棚卸資産の在庫圧縮16億円、減損損失計上及び遊休資

産の処分による有形固定資産の減少68億円、株価の上昇で評価差額が増加したことによる投資有価証券の増加な

どによるものです。 

② 負債の部 

 負債合計額については、前連結会計年度末157,582百万円から14,039百万円減少し143,542百万円となりまし

た。主な内容は、借入金の返済を進めたことによる有利子負債の減少71億円、減損損失の計上及び土地売却によ

る再評価に係る繰延税金負債の減少19億円などによるものです。 

③ 資本の部 

 純資産額については、前連結会計年度末43,995百万円から8,274百万円増加し52,269百万円となりました。こ

の結果、当連結会計年度末の株主資本比率は、前連結会計年度末の20.6％から25.1％に上昇し、１株当たり純資

産額は、前連結会計年度末に比べ35.23円増加して、139.75円となりました。 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 「４[事業等のリスク]」に記載の通りです。 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①キャッシュ・フローの状況 

キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ [事業の概況] １ [業績等の概要] (2)「キャッシュ・

フローの状況」に記載の通りであります。 

 なお、キャッシュ・フロー指標の推移は以下のとおりです。 

※自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 

決算年月 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期  

自己資本比率 12.1％ 14.2％ 20.6％ 25.1％  

時価ベースの自己資本比率 21.0％ 29.4％ 38.0％ 56.1％  

債務償還年数 － 31.7年    252.9年 6.1年 （注５） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ － 1.6 0.2 9.8 （注６） 



（注）１．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により計算しております。 

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている負債を対象とし

ております。 

４．債務償還年数およびインタレスト・カバレッジ・レシオついては、営業活動によるキャッシュ・フローがマ

イナスの場合は、記載しておりません。 

５．平成17年３月期において、厚生年金基金解散による一括拠出金等支出前の営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを使用しての債務償還年数は9.3年となります。 

６．平成17年３月期において、厚生年金基金解散による一括拠出金等支出前の営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを使用してのインタレスト・カバレッジ・レシオは5.7となります。 

②資金需要 

当社グループは平成17年９月に策定した「中期経営計画」の達成に向け、「新需要創造型商品の開発」「ナチュ

ラルチーズへの重点投資・需要拡大」などに必要な研究開発・事業投資を実施するとともに、有利子負債の返済を

進めます。 

③資金調達 

調達コストの観点から、長期と短期のバランスを見ながら、低コストかつ安定的な資金を確保するよう努めてお

ります。また、グループ各社における資金効率の向上と金融費用の削減を目的として、グループファイナンス制度

を導入しております。 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

 「３[対処すべき課題]」に記載の通りです。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社および連結子会社）では、新商品開発、品質保証強化、老朽化設備の更新等の取り組みを中心

に2,680百万円の設備投資を実施しました。 

 事業の種類別セグメントの主な設備投資について示すと、次のとおりです。 

［食品事業］ 

 当社は、「収益強化へスピーディーに寄与する新商品・改良品の投入」「安全・安心に向けた品質保証体制の拡

充」「老朽化設備の更新」等設備投資課題の解決に向けて、乳製品工場への新規設備や環境・品質対策設備の導入

等、1,654百万円の設備投資を実施しました。 

 その結果、食品事業の設備投資実施額は1,878百万円となりました。 

［飼料・種苗事業］ 

 雪印種苗㈱（連結子会社）では、牛用配合飼料の受託製造に伴う生産増加のため、製造設備増設工事等で701百万

円の設備投資を実施しました。 

 その結果、飼料・種苗事業の設備投資実施額は752百万円となりました。 

［その他事業］ 

 その他事業の設備投資実施額は49百万円となりました。 

 なお、当連結会計年度において、重要な設備の除売却等はありません。 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備は、次のとおりです。 

(1）提出会社 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、構築物、車輌運搬具、工具器具備品および建設仮勘定の合計で、消費税等は

含みません。 

２ 連結会社以外から賃借中の設備の主なものは、土地53,804㎡、建物37,862㎡であり、本数中に含まれていま

せん。 

３ 現在休止中の主要な生産設備はありません。 

４ 従業員数は、臨時雇用者数を含みません。 

５ 上記のほか、連結会社以外からの賃借設備のうち主要な設備は下記のとおりです。 

６ 関係会社への賃貸設備のうち主なものは、下記のとおりであり、本数中に含まれています。 

７ 関係会社以外への賃貸設備のうち主なものは、下記のとおりであり、本数中に含まれています。 

地域 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人） 

土地 
（面積㎡） 

建物 
機械及び
装置 

その他 合計 

北海道地方 
大樹工場 

ほか５工場 
食品事業 乳製品工場 

1,784 

(489,968)
4,264 4,945 1,471 12,465 330 

関東地方 
横浜チーズ工場 

ほか１工場 
食品事業 乳製品工場 

9,938 

(57,205)
1,047 2,263 201 13,451 177 

関西地方 関西チーズ工場 食品事業 乳製品工場 
3,879 

(22,765)
641 742 105 5,368 76 

（生産設備計） ９工場     
15,602 

(569,939)
5,953 7,951 1,778 31,285 583 

全国 

技術研究所 

ほか４事業所 

食品事業 

その他事業 
研究開発 

1,873 

(24,969)
917 275 248 3,313 123 

本社・販売本部 

・支店等 

17事業所 

食品事業 

その他事業 

全社管理 

販売業務 

22,386 

(607,197)
3,548 137 652 26,724 720 

（その他計） 22事業所     
24,259 

(632,167)
4,466 412 900 30,038 843 

事業所名 
事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 台数 
年間リース料 
又はレンタル料 

本社・各支店・各工場等 
食品事業 

その他事業 
パーソナルコンピュータ 4,347台 152百万円 

会社名 用途 

帳簿価額 

備考 
土地 

（面積㎡） 
建物 

日本ミルクコミュニティ㈱ 

(持分法適用関連会社) 
札幌工場 

1,724百万円 

(24,199) 
― 

本社・販売本部・支店等に

含まれています。 

冨士食品工業㈱ 

(持分法適用関連会社) 
山梨本社工場 

― 

(―) 
579百万円 

本社・販売本部・支店等に

含まれています。 

会社名 用途 

帳簿価額 

備考 
土地 

（面積㎡） 
建物 

㈱日本アクセス 千葉支店 
614百万円 

(16,528) 
384百万円 

本社・販売本部・支店等に

含まれています。 

㈱日本アクセス 群馬支店 
539百万円 

(24,186) 
297百万円 

本社・販売本部・支店等に

含まれています。 



(2）国内子会社 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、構築物、車輌運搬具、工具器具備品および建設仮勘定の合計で、消費税等は

含みません。 

２ 連結会社以外から賃借中の設備の主なものは、土地4,165㎡、建物664㎡であり、本数中に含みません。ま

た、連結会社以外への賃貸中の設備の主なものは、建物653㎡であり、本数中に含みません。 

３ 現在休止中の主要な生産設備はありません。 

４ 従業員数は、臨時雇用者数を含みません。 

５ 上記のほか、連結会社以外からの賃借設備のうち主要な設備は下記のとおりです。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

① 提出会社 

 （注） 上記投資予定額には、消費税等は含まれていません。 

② 雪印種苗㈱ 

 （注） 上記投資予定額には、消費税等は含まれていません。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数
（人） 

土地 
（面積㎡） 

建物 
機械及び
装置 

その他 合計 

雪印種苗㈱ 
鹿島工場 

ほか29事業所 
飼料・種苗事業 

配合飼料 

製造設備他 

2,988 

(910,636)
3,279 1,469 963 8,701 362 

会社名 事業所名 
事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 台数 
年間リース料 
又はレンタル料 

雪印種苗㈱ 本社他 飼料・種苗事業 事務機器等 465台 121百万円 

雪印種苗㈱ 本社他 飼料・種苗事業 営業車輌 183台 92百万円 

事業所名 
事業の種類別 

セグメントの名称 
設備の内容 

投資予定額 
（百万円） 資金調達 

方法 
着手年月 

完成予定 

年月 
完成後の 
増加能力 

総額 既支払額

大樹工場 食品事業 

ストリングチ

ーズ生産設備

増強 

1,009 ― 自己資金 
平成18年 

７月  

 平成19年

２月 

年産30％ 

以上の増 

大樹工場等 

９工場 
食品事業 

乳食品設備の

新設・増設 
2,761 ― 自己資金 

平成18年 

４月 

 平成19年 

３月 

品質改善 

の為能力 

の増加は 

殆どなし 

事業所名 
事業の種類別 

セグメントの名称 
設備の内容 

投資予定額 
（百万円） 資金調達 

方法 
着手年月 

完成予定 

年月 
完成後の 
増加能力 

総額 既支払額

鹿島工場 飼料・種苗事業 増設工事 180 110 自己資金 
 平成17年 

９月 

平成18年 

２月 

月産 

2,000トン 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）１ 定款記載の会社が発行する株式の総数は、普通株式４億6,500万株、Ａ種優先株式450万株、Ｂ種優先株式 

      600万株、Ｃ種優先株式950万株、Ｄ種優先株式1,500万株ですが、当期末までにＡ種優先株式及びＢ種優先 

      株式の全株数が有償消却に伴い減少し、Ｄ種優先株式は普通株式への転換に伴い6,273,372株減少していま 

      す。 

 ２ 平成18年６月27日の定時株主総会において定款の変更が行われ、会社の発行可能株式総数は５億株とし、 

      普通株式、Ｃ種優先株式及びＤ種優先株式の発行可能種類株式総数は、それぞれ４億8,250万株、950万株 

      及び800万株となっています。 

②【発行済株式】 

 （注）１ 発行済株式のうち、普通株式についてのみ議決権を有しています。 

２ 「提出日現在発行数」には、平成18年６月１日から有価証券報告書提出日までのＤ種優先株式の普通株式へ

  の転換により増加した普通株式数は含まれていません。 

３ Ｃ種優先株式の内容は次のとおりです。 

(1）優先配当金 

① 優先配当金の計算 

Ｃ種優先株式１株当りの優先配当金（以下、「Ｃ種優先配当金」という。）の額は、Ｃ種優先株式の発

行価額（1,000円）に、それぞれの営業年度ごとに下記の年率を乗じて算出した額とします。 

Ｃ種優先配当金は円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入します。計算の結果、Ｃ

種優先配当金の額が１株につき100円を超える場合は、100円とします。 

平成14年４月１日以降、次回年率修正日の前日までの各営業年度について、下記算式により計算される

年率（以下、「Ｃ種優先配当年率」という。）とします。 

Ｃ種優先配当年率＝日本円TIBOR（１年物）＋2.00％ 

Ｃ種優先配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入します。 

「年率修正日」は、平成15年４月１日以降の毎年４月１日とします。当日が銀行休業日の場合は、前営

業日を年率修正日とします。 

「日本円TIBOR（１年物）」は、平成14年４月１日又は各年率修正日において、午前11時における日本

円１年物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会に

よって公表される数値を指すものとします。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 465,000,000 

Ｃ種優先株式 9,500,000 

Ｄ種優先株式 8,726,628 

計 483,226,628 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 243,810,871 246,032,372 

東京証券取引所 

（市場第１部） 

札幌証券取引所 

― 

Ｃ種優先株式 9,500,000 9,500,000 ― （注）３ 

Ｄ種優先株式 8,726,628 7,778,269 ― （注）５ 

計 262,037,499 263,310,641 ― ― 



日本円TIBOR（１年物）が公表されていなければ、同日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）ロンド

ン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン・インター・バンク・オファード・レート

（ユーロ円LIBOR１年物（360日ベース））として英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又はこ

れに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR（１年物）に代えて用いるものとします。 

② 累積条項 

ある営業年度においてＣ種優先株式を有する株主（以下、「Ｃ種優先株主」という。）又はＣ種優先株

式の登録質権者（以下、「Ｃ種優先登録質権者」という。）に対して支払われる株主配当金の額が上記

(1）の計算の結果算出されるＣ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額（以下、「累積未払配

当金」という。）は、翌営業年度に限り、かつ累積未払配当金と翌期のＣ種優先配当金との合計で１株

につき100円を限度として累積するものとし、累積未払配当金については、Ｃ種優先配当金、Ｄ種優先

配当金及び普通株主に対する株主配当金に先立って、これをＣ種優先株主に支払います。但し、平成23

年３月末日を決算期日とする営業年度までの間は、累積未払配当金は、翌営業年度に累積しないものと

します。 

③ 非参加条項 

Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録質権者に対しては、Ｃ種優先配当金を超えて配当は行いません。 

(2）残余財産の分配 

当社の残余財産を分配するときは、Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録質権者に対し、普通株式を有する株主

又は普通株式の登録質権者に先立ち、Ｃ種優先株式１株につき1,000円を支払います。Ｃ種優先株主又は

Ｃ種優先登録質権者に対しては上記1,000円のほか、残余財産の分配は行いません。 

(3）優先株式の消却 

当社は、いつでもＣ種優先株式を買入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該買入価額により消却

することができます。 

(4）議決権 

Ｃ種優先株主は、株主総会において議決権を有しません。 

(5）新株引受権等 

当社は、法令に定める場合を除き、Ｃ種優先株式について株式の併合又は分割を行いません。 

当社は、Ｃ種優先株主には新株の引受権又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の引受権を与えませ

ん。 

(6）転換予約権 

① 転換を請求し得べき期間 

転換を請求し得べき期間は、平成24年７月１日から平成34年６月30日までとします。 

② 転換の条件 

Ｃ種優先株式は、次の転換の条件で当社の普通株式（以下、「普通株式」という。）に転換することが

できます。 

イ．当初転換価額 

普通株式１株当り162円 

ロ．転換価額の修正 

転換価額は、平成25年７月１日以降平成33年７月１日までの毎年７月１日（以下、それぞれ「転換価

額修正日」という。）における時価に修正されるものとし、転換価額は当該転換価額修正日以降翌年

の転換価額修正日の前日までの間、当該時価に修正されるものとします。 

但し、当該時価が当初転換価額の50％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を四捨五入します。以下、「下限転換価額」といいます。）を下回る場合には、修正後転換価額

は下限転換価額とします。また、当該時価が当初転換価額の200％に相当する金額（円位未満小数第

２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入します。以下、「上限転換価額」といいます。）を上回

る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とします。但し、転換価額が転換価額修正日までに下記

ハ．の調整を受けた場合には、下限転換価額又は上限転換価額についても同様の調整を行うものとし

ます。 



なお、上記の「時価」とは、当該転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含みます。）の平均値（終

値のない日数を除きます。）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入します。 

ハ．転換価額の調整 

Ａ．Ｃ種優先株式発行後次の各号に該当する場合には、転換価額を次に定める算式（以下、「転換価額

調整式」といいます。）により調整します。 

１）転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合、調整後の転

換価額は、払込期日の翌日以降、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降こ

れを適用します。 

２）株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当

日の翌日以降、これを適用します。但し、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件と

してその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該

配当可能利益の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割

当日とする場合には、調整後の転換価額は当該配当可能利益の資本組入の決議をした株主総会の

終結の日の翌日以降、これを適用します。 

３）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって、普通株式に転換される証券若しくは転換

できる証券又は権利行使することができる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行する場

合、調整後の転換価額は、その証券又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の発行日に、又は

募集のための株主割当日がある場合はその日の終わりに、発行される証券の全額が転換又はすべ

ての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降又はその割当日の翌日以降こ

れを適用します。 

Ｂ．上記Ａ．に掲げる場合のほか、合併、資本の減少又は普通株式の併合等により転換価額の調整を必

要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額に変更されます。 

Ｃ．転換価額調整式に使用する１株当りの時価は、調整後転換価額を適用する日（但し、上記Ａ．２）

但し書きの場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含みます。）の平均値（終値のない日

数を除きます。）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入し

ます。 

Ｄ．転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換

価額とし、また転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、

また株主割当日がない場合は、調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済

普通株式数とします。 

Ｅ．転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入し

ます。 

Ｆ．転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、転換価額の調整はこれを行いません。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発

生し、転換価額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額

からこの差額を差引いた額を使用します。 

ニ．転換により発行すべき普通株式数 

Ｃ種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとします。 

発行株式数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てます。 

        
既発行普通株式数 ＋

新規発行普通株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
転換価額

＝ 
調整前 
転換価額 

× 
１株当たり時価 

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数 

転換により
発行すべき
普通株式数

＝ 

Ｃ種優先株主が転換請求のために提出
したＣ種優先株式の発行価額総額 

転換価額 



(7）強制転換条項 

転換を請求し得べき期間中に転換請求のなかったＣ種優先株式は、同期間の末日の翌日（以下、「一斉転

換日」という。）以降の取締役会で定める日（但し、一斉転換日から３ヶ月以内の日とします。）をもっ

て、Ｃ種優先株式１株の払込金相当額を一斉転換日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含みます。）の平均値（終値のな

い日数を除きます。）で除して得られる数の普通株式となります。但し、平均値の計算は、円位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入します。この場合、当該平均値が下限転換価額を下回ると

きは、Ｃ種優先株式１株の払込金相当額を下限転換価額で除して得られる数の普通株式となります。ま

た、当該平均値が上限転換価額を上回るときは、Ｃ種優先株式１株の払込金相当額を上限転換価額で除し

て得られる数の普通株式となります。 

上記の普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、商法に定める株式併合の場合に

準じてこれを取扱います。 

(8）期中転換又は強制転換があった場合の取扱い 

Ｃ種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の株主配当金は、転換の請求又は強制転換の

あった日が属する営業年度の始めに転換があったものとみなしてこれを支払います。 

(9）上記各条項については、各種の法令に基づく届出、許認可の効力発生を条件とします。 

４ Ｃ種優先株式は現物出資（借入金の株式化）によって発行されたものです。 

５ Ｄ種優先株式の内容は次のとおりです。 

（1）優先配当金 

 ① 優先配当金の計算 

 Ｄ種優先株式1株当りの優先配当金（以下、「Ｄ種優先配当金」という。）の額は、Ｄ種優先株式の発

行価額（1,000円）に、それぞれの営業年度ごとに下記の年率を乗じて算出した額とする。 

 Ｄ種優先配当金は、円位未満小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。計算の結果、Ｄ

種優先配当金の額が1株につき100円を超える場合は、100円とする。 

 平成17年4月1日以降、次回年率修正日までの各営業年度について、下記算式により計算される年率

（以下、「Ｄ種優先配当年率」という。）とする。 

 Ｄ種優先配当年率＝日本円TIBOR（1年物）＋1.00％ 

 Ｄ種優先配当年率は、％位未満小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。 

「年率修正日」は、平成18年4月1日以降の毎年4月1日とする。当日が銀行休業日の場合は、前営業日

を年率修正日とする。 

 「日本円TIBOR（1年物）」は、平成17年4月1日又は各年率修正日において、午前11時における日本円1

年物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によっ

て公表される数値を指すものとする。 

 日本円TIBOR（1年物）が公表されていなければ、同日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）ロンド

ン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン・インター・バンク・オファード・レー

ト（ユーロ円LIBOR1年物（360日ベース））として英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又は

これに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR（1年物）に代えて用いるものとする。 

 ② 非累積条項 

ある営業年度において、Ｄ種優先株式を有する株主（以下、「Ｄ種優先株主」という。）又はＤ種優先

株式の登録質権者（以下、「Ｄ種優先登録質権者」という。）に対して支払われる株主配当金の額が上

記①の計算の結果算出されるＤ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌営業年度以降に累

積しない。 

 ③ 非参加条項 

Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録質権者に対しては、Ｄ種優先配当金の額を超えて配当は行わない。 



（2）残余財産の分配 

 当社の残余財産を分配するときは、Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録質権者に対し、普通株式を有する株主

又は普通株式の登録質権者に先立ち、Ｄ種優先株式１株につき1,000円を支払う。Ｄ種優先株主又はＤ種優

先登録質権者に対しては上記1,000円のほか、残余財産の分配は行わない。 

（3）優先株式の強制償還 

 ① 平成20年4月1日以降、当社はＤ種優先株主又はＤ種優先登録質権者の意思にかかわらず、Ｄ種優先株式

の全部又は一部を強制償還することができる。 

 ② 前項の規定により、Ｄ種優先株式の一部を強制償還するときには、各株主の所有する株式数に応じた比

例按分又はその他の方法により、償還される株式を決定する。 

 ③ 当社は、Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録質権者に対して、償還の対価として下記金額に次項に定める経

過配当金相当額を加えた金額を支払うものとする。 

 (ア) 平成20年4月1日から平成21年3月31日  1株につき1,050円 

 (イ) 平成21年4月1日から平成22年3月31日  1株につき1,040円 

 (ウ) 平成22年4月1日から平成23年3月31日  1株につき1,030円 

 (エ) 平成23年4月1日から平成24年3月31日  1株につき1,020円 

 (オ) 平成24年4月1日から平成25年3月31日  1株につき1,010円 

 (カ) 平成25年4月1日から平成27年12月31日 1株につき1,000円 

④ 経過配当金相当額は、D種優先株式の優先配当金の計算における計算式により、償還日の属する営業年度

の実日数に対する初日から償還日までの日数の割合で日割り計算した額とする。なお、経過配当金相当

額算出のための日本円TIBOR（1年物）は、償還日の属する営業年度の初日（4月１日）の日本円TIBOR（1

年物）を用いるものとする。 

（4）優先株式の消却 

 当社は、いつでもＤ種優先株式を買入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該買入価額により消却

することができる。 

（5）議決権 

 Ｄ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

（6）新株引受権等 

 当社は、法令に定める場合を除き、Ｄ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。 

当社は、Ｄ種優先株主には新株の引受権又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の引受権を与えない。 

（7）転換予約権 

 ① 転換を請求し得べき期間 

転換を請求し得べき期間は、平成17年12月19日から平成27年12月31日までとする。 

 ② 転換の条件 

Ｄ種優先株式は、次の転換の条件で当社の普通株式（以下、「普通株式」という。）に転換することが

できる。 

 イ．当初転換価額 

普通株式１株当り491円 



 ロ．転換価額の修正 

転換価額は、Ｄ種優先株式の発行後、毎月第3金曜日（以下、「決定日」という。）の株式会社東

京証券取引所における翌取引日において、当該決定日まで（当日を含む。）の5連続取引日（但

し、売買高加重平均価格のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の売買高

加重平均価格のある取引日まで（当日を含む。）の5連続取引日とする。以下、「時価算定期間」

という。）の毎日の売買高加重平均価格の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第2位まで

算出し、その小数第2位を切り捨てる。以下、「決定日価額」という。）に修正される。なお、時

価算定期間内に、下記ハ.で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、修正後転換価額は当会

社が適当と判断する価額に調整される。但し、かかる算出の結果、修正後転換価額が233円（以

下、「下限転換価額」という。但し、下記ハ．による調整を受ける。）を下回る場合には、修正後

転換価額は下限転換価額とし、修正後転換価額が699円（以下、「上限転換価額」という。但し、

下記ハ.による調整を受ける。）を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。 

 ハ．転換価額の調整 

 Ａ. Ｄ種優先株式発行後、次の各号に該当する場合には、転換価額を次に定める算式（以下、「転換

価額調整式」という。）により調整する。 

 1）転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合、調整後の

転換価額は、払込期日の翌日以降、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以

降これを適用する。 

 2）株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割

当日の翌日以降、これを適用する。但し、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件

としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、

当該配当可能利益の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための

株主割当日とする場合には、調整後の転換価額は当該配当可能利益の資本組入の決議をした株

主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。 

 3）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって、普通株式に転換される証券若しくは転

換できる証券又は権利行使することができる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行する

場合、調整後の転換価額は、その証券又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の発行日に、

又は募集のための株主割当日がある場合はその日の終わりに、発行される証券の全額が転換又

はすべての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降又はその割当日の翌

日以降これを適用する。 

 Ｂ. 上記Ａ.に掲げる場合のほか、合併、資本の減少又は普通株式の併合等により転換価額の調整を

必要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額に変更される。 

 Ｃ. 転換価額調整式に使用する時価は、調整後転換価額を適用する日（但し、上記Ａ.2）但し書きの

場合は株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）

とし、その計算は円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。 

 Ｄ. 転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転

換価額とし、また転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその

日、また株主割当日がない場合は、調整後転換価額を適用する日の1ヶ月前の日における当社の

発行済普通株式数とする。 

 Ｅ. 転換価額調整式の計算については、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を切り捨て

る。 

 Ｆ. 転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が1円未満にとどま

るときは、転換価額の調整はこれを行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が

発生し、転換価額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換

価額からこの差額を差引いた額を使用する。 

       
既発行普通株式数＋

新規発行普通株式数×１株当たり払込金額 

調整後転

換価額 
＝
調整前転

換価額 
× 

１株当たり時価 

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数 



 ニ．転換により発行すべき普通株式数 

 Ｄ種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。 

発行株式数の算出に当たって1株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

 ホ．転換の効力は、転換請求書及びＤ種優先株式の株券が下記の転換請求受付場所に到着したときに発

生する。但し、Ｄ種優先株式の株券が発行されない時は、株券の提出を要しない。 

 （転換請求受付場所） 東京都港区芝三丁目33番１号 

           中央三井信託銀行株式会社 本店 

（8）強制転換条項 

 転換を請求し得べき期間中に転換請求のなかったＤ種優先株式は、同期間の末日の翌日（以下、「一斉転

換日」という。）以降の取締役会で定める日（但し、一斉転換日から3ヶ月以内の日とします。）をもっ

て、Ｄ種優先株式1株の払込金相当額を一斉転換日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証

券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日を

除く。）で除して得られる数の普通株式となる。但し、平均値の計算は、円位未満小数第2位まで算出し、

その小数第2位を四捨五入する。この場合、当該平均値が下限転換価額を下回るときは、Ｄ種優先株式1株

の払込金額相当額を下限転換価額で除して得られる数の普通株式となる。また、当該平均値が上限転換価

額を上回るときは、Ｄ種優先株式1株の払込金額相当額を上限転換価額で除して得られる数の普通株式とな

る。 

 上記の普通株式数の算出に当たって1株に満たない端数が生じたときは、商法に定める株式併合の場合に準

じてこれを取扱う。 

（9）期中転換又は強制転換があった場合の取扱い 

 Ｄ種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の株主配当金は、転換の請求又は強制転換の

あった日が属する営業年度の始めに転換があったものとみなしてこれを支払う。 

（10）優先順位 

 Ｄ種優先株式に係る優先配当金及び残余財産の支払順位は、Ｃ種優先株式に劣後するものとする。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

転換により発行すべき普通株式数＝

本優先株主が転換請求のために提出したＤ

種優先株式の発行価額総額 

転換価額 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 平成13年３月期にて発生した損失の処理の為に資本準備金1,079,118,792円を取り崩しました。 

２ 平成14年３月期にて発生した損失の処理の為に資本準備金18,945,977,610円を取り崩しました。 

３ 発行済株式総数（普通株式）324,160,422株につき、２株を１株に併合し、162,080,211株としました（株主

総会決議日 平成14年６月27日）。 

４ 事業構造改革損失などから生じる欠損金の一部を補填するため、資本金27,809,248,007円を27,309,248,007

円減少させ、500,000,000円としています（株主総会決議日 平成14年６月27日）。 

５ 普通株式67,522,000株の第三者割当増資を実施しました（取締役会決議日 平成15年２月６日） 

・発行価額                                   162円 

・資本組入額                                  81円 

・主な割当先と割当株数      全国農業協同組合連合会        30,864,000株 

伊藤忠商事株式会社          18,518,500株 

ホクレン農業協同組合連合会       3,703,500株 

６ 債務の株式化により、Ａ種優先株式4,500,000株、Ｂ種優先株式6,000,000株、Ｃ種優先株式9,500,000株の

第三者割当増資を実施しました（取締役会決議日 平成15年２月６日） 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成13年６月28日 ― 324,160,422 ― 27,809 
△1,079 

（注）１ 
18,945 

平成14年６月27日 ― 324,160,422 ― 27,809 
△18,945 

（注）２ 
― 

平成14年８月１日 
△162,080,211 

（注）３ 
162,080,211 

△27,309 

（注）４ 
500 ― ― 

平成15年３月18日 
87,522,000 

（注）５、６ 
249,602,211 

15,469 

（注）５、６ 
15,969 

15,469 

（注）５、６ 
15,469 

平成15年６月26日 ― 249,602,211 ― 15,969 
△15,469 

（注）７ 
― 

平成17年12月16日 
15,000,000 

 （注）８ 
264,602,211 

7,500 

 （注）８ 
23,469 

7,500 

 （注）８ 
7,500 

 平成18年１月20日 
△10,500,000 

（注）９ 
254,102,211 

△14,800 

（注）９ 
8,669 ― 7,500 

平成18年１月24日 

～平成18年３月31日 

7,935,288 

（注）10 
262,037,499 ― 8,669 ― 7,500 

・発行価額 1,000円

・資本組入額 500円

・割当先と割当株数  

（Ａ種優先株式）  

株式会社ＵＦＪ銀行（現 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行） 1,800,000株

株式会社みずほコーポレート銀行 1,700,000株

農林中央金庫 1,000,000株

（Ｂ種優先株式）  

株式会社ＵＦＪ銀行（現 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行） 2,300,000株

株式会社みずほコーポレート銀行 2,200,000株

農林中央金庫 1,500,000株

（Ｃ種優先株式）  

農林中央金庫 6,000,000株

株式会社ＵＦＪ銀行（現 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行） 1,900,000株

株式会社みずほコーポレート銀行 1,600,000株



７ 平成15年３月期にて発生した損失の処理の為に資本準備金15,469,282,000円を取り崩しました。 

８ Ｄ種優先株式15,000,000株の第三者割当増資を実施しました（取締役会決議日 平成17年９月28日） 

９ 将来的な配当負担の軽減及び普通株式の価値の希薄化縮減のため、発行済優先株式のうち、Ａ種優先株式及

びＢ種優先株式の全数を有償での強制消却により、資本金14,800,500,000円減少しました。 

10 Ｄ種優先株式の普通株式への転換に伴い、Ｄ種優先株式が6,273,372株減少し、普通株式が14,208,660株増

加しました。 

11 Ｄ種優先株式の普通株式への転換に伴い、期末日以降平成18年５月31日までに普通株式が2,221,501株増加

しました。また、期末日以降有価証券報告書提出日までにＤ種優先株式948,359株を消却しました。 

・発行価額 1,000円

・資本組入額 500円

・割当先と割当株数  

大和証券エスエムビーシー株式会社 11,500,000株

みずほ証券株式会社 2,000,000株

三菱ＵＦＪ証券株式会社 1,500,000株



(4）【所有者別状況】 

① 普通株式 

 （注）１ 自己株式315,022株は「個人その他」に630単元、「単元未満株式の状況」に22株含めて記載しています。 

なお、期末日現在の実質的な所有株式数は314,522株です。 

２ 上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ

160単元及び400株含まれています。 

② Ｃ種優先株式 

③ Ｄ種優先株式 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） 35 108 32 430 86 14 48,785 49,490 ─ 

所有株式数 

（単元） 
370 198,838 10,438 94,652 11,225 39 161,560 477,122 5,249,871 

所有株式数の

割合（％） 
0.08 41.67 2.19 19.84 2.35 0.01 33.86 100.00  ─ 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 3 ― ― ― ― ― 3 ― 

所有株式数 

（単元） 
― 19,000 ― ― ― ― ― 19,000 ― 

所有株式数の

割合（％） 
― 100 ― ― ― ― ― 100 ― 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― ― 2 ― ― ― ― 2 ― 

所有株式数 

（単元） 
― ― 17,453 ― ― ― ― 17,453 128 

所有株式数の

割合（％） 
― ― 100 ― ― ― ― 100 ― 



(5）【大株主の状況】 

① 普通株式 

② Ｃ種優先株式 

③ Ｄ種優先株式 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

全国農業協同組合連合会 東京都千代田区大手町１丁目８番３号 31,470 12.91 

伊藤忠商事株式会社 大阪府大阪市中央区久太郎町４丁目１番３号 18,518 7.60 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13番２号 14,547 5.97 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 7,773 3.19 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 7,720 3.17 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 5,745 2.36 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,040 1.66 

ホクレン農業協同組合連合会 北海道札幌市中央区北４条西１丁目３番地 3,953 1.62 

大和証券エスエムビーシー株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 3,484 1.43 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７番３号 3,186 1.31 

計 ― 100,440 41.20 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

(％） 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13番２号 6,000 63.16 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,900 20.00 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 1,600 16.84 

計 ― 9,500 100.00 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

大和証券エスエムビーシー株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 7,926 90.83 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 800 9.17 

計 ― 8,726 100.00 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が80,000株（議決権160個）

が含まれています。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は、当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が500株（議決権１

個）あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含めていま

す。 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 18,226,628 ― 

「１(1）②発行済株

式」の「内容」の記載

を参照 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式      314,500
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  238,246,500 476,493 ― 

単元未満株式 普通株式   5,249,871 ― ― 

発行済株式総数 262,037,499 ― ― 

総株主の議決権 ― 476,493 ― 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

（自己保有株式） 

雪印乳業株式会社 

札幌市東区苗穂町

６－１－１ 
314,500 ― 314,500 0.12 

計 ― 314,500 ― 314,500  0.12 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、平成17年９月に策定した「中期経営計画」に沿いまして、収益力の強化とコスト構造の改革などに取り組

み、平成18年度決算における復配を目指します。当期においては、将来の事業展開ならびに今後の財務体質の一層の

充実を図るために内部留保に努めることとします。「中期経営計画」に基づく復配に際しては、将来の設備投資など

のための財務の充実と株主の皆様への継続的な利益還元のバランスを図ることを基本方針とします。この方針のも

と、個別の当期純利益に対し配当性向30％を目標に平成18年度決算による復配を目指します。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は東京証券取引所株式市場第一部におけるものです。 

２ 平成14年８月１日付で、発行済株式総数324,160,422株につき、２株を１株に併合し、162,080,211株として

います（株主総会決議日 平成14年６月27日）。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所株式市場第一部におけるものです。 

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 470 303 380 377 545 

最低（円） 99 102 243 300 306 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 512 545 545 522 521 498 

最低（円） 438 468 502 452 460 466 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

代表取締役 

社長 

  

  高野瀬 忠 明 昭和21年７月26日生 

昭和45年４月 当社入社 

10.9 
平成13年６月 執行役員 育児品事業部長 

平成14年６月 代表取締役社長就任(現)  

商品開発本部長 

代表取締役 

副社長 
  高 原 憲 一 昭和24年７月30日生 

昭和47年４月 農林中央金庫 入庫 

8.3 

平成14年４月 農林中央金庫 本店参与 

平成14年６月 当社 取締役就任 

平成14年10月 常務取締役就任 

平成15年１月 経営企画室長 

平成15年６月 専務取締役就任 

平成16年４月 経営企画室長 

平成16年６月 代表取締役副社長就任(現) 

平成18年５月 大阪工場食中毒事件お客様ケア

センター室長 

専務取締役   川 成 眞 美 昭和24年６月26日生 

昭和48年４月 当社入社 

5.2 

平成14年４月 執行役員 乳食品事業部長 

平成14年６月 執行役員 開発企画室長兼アイ

スクリーム開発部長 

平成14年10月 執行役員 開発企画室長兼業務

製品開発部長 

平成14年10月 取締役就任 開発企画室長 

平成15年６月 常務取締役就任 

平成17年４月 専務取締役就任(現) 

専務取締役 
投資企画部長 

 秘書室長 
久 保 清 之 昭和27年８月13日生 

昭和50年４月 農林中央金庫 入庫 

2.7 

平成13年６月 農林中央金庫 株式投資部長  

平成16年６月 当社 常務取締役就任 

経営企画室長  

平成17年６月 秘書室長(現) 

平成18年４月 投資企画部長（現） 

平成18年６月 専務取締役就任（現） 

取締役 

(常務執行役員) 

原料乳製品 

事業部長  
小 川 澄 男 昭和24年11月13日生 

昭和49年４月 当社入社 

5.9 

平成14年４月 関東市乳事業部長  

平成14年６月 取締役就任 乳食品事業部長 

平成15年10月 常務取締役就任 北海道酪農生

産本部長 

平成18年４月 原料乳製品事業部長(現) 

平成18年６月 取締役(兼)常務執行役員(現) 

取締役 

(常務執行役員) 
  佐 藤 幸 吉 昭和24年３月28日生 

昭和46年４月 全国農業協同組合連合会 入会 

8.8 

平成12年１月 全国農業協同組合連合会 本所

酪農部考査役  

平成13年４月 全国農業協同組合連合会 本所

酪農部審議役 

平成15年１月 全国農業協同組合連合会 本所 

人事部審議役 

平成15年２月 当社 出向（常勤嘱託） 

平成15年６月 取締役就任 

平成16年１月 常務取締役就任 

平成18年６月 取締役(兼)常務執行役員(現) 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

取締役 

(常務執行役員) 

コミュニケーシ 

ョン室長 

大阪工場食中毒

事件お客様ケア

センター室長 

脇 田   眞 昭和24年９月18日生 

昭和48年４月 当社入社 

5.6 

平成14年６月 執行役員 広報室長  

平成14年10月 執行役員 社長室長 

平成14年10月 取締役就任 社長室長 

平成15年１月 お客様コミュニケーション室長

兼社長室長 

平成16年６月 常務取締役就任 

平成17年３月 パブリックコミュニケーション

室長 

平成17年６月 コミュニケーション室長(現) 

平成18年６月 取締役(兼)常務執行役員就任 大

阪工場食中毒事件お客様ケアセ

ンター室長(現) 

取締役 

(常務執行役員) 
  丸 井 公 男 昭和22年11月７日生 

昭和45年４月 当社入社 

4.0 

平成８年４月 甲南油脂㈱出向 取締役  

平成９年６月 甲南油脂㈱ 常務取締役 

平成15年６月 当社 執行役員 生産部長 

平成16年６月 取締役就任(現） 

平成18年６月 常務執行役員就任(現) 

取締役 

(常務執行役員) 
家庭用事業部長 中 野 吉 晴 昭和23年７月24生 

昭和47年４月 当社入社 

9.9 

平成15年６月 執行役員 業務製品営業部長  

平成16年１月 執行役員 業務製品事業部長 

平成17年４月 常務執行役員  

家庭用事業部長(現) 

平成17年４月 取締役就任(現) 

平成18年６月 常務執行役員就任(現) 

取締役 

(執行役員） 
   西 谷 紹 明  昭和25年２月７日生 

昭和48年４月 当社入社 

6.1 
平成15年６月 執行役員 開発企画室長 

平成16年１月 執行役員(現) 技術企画室長  

平成18年６月 取締役就任(現) 

取締役   日和佐 信 子 昭和11年10月13日生 

昭和62年５月 東京都生活協同組合連合会理事 

2.3 
平成元年６月 日本生活協同組合連合会理事 

平成９年５月 全国消費者団体連絡会事務局長 

平成14年６月 当社 取締役就任(現) 

常勤監査役   髙 橋   健 昭和20年12月３日生 

昭和43年４月 当社入社 

4.7 平成14年４月 札幌研究所長 

平成16年６月 常勤監査役就任(現) 

常勤監査役   多 田 義 昭 昭和25年１月14日生 

昭和47年４月 当社入社 

6.3 平成14年６月 執行役員 財務部長 

平成17年６月 常勤監査役就任(現) 

監査役   伊 東   孝 昭和７年11月８日生 

昭和37年６月 公認会計士試験合格 

30.4 

昭和46年10月 司法試験合格 

昭和49年４月 伊東孝法律会計事務所開設 

  弁護士登録 

平成９年６月 当社 非常勤監査役就任(現) 

監査役   小田木   毅 昭和17年９月14日生 

昭和45年４月 弁護士登録 

8.8 

昭和49年５月 コロンビア大学ロースクール 

修士学位取得 

昭和55年４月 石井法律事務所パートナー弁護士 

平成14年６月 当社 非常勤監査役就任(現) 

計 120.7 



 （注）１ 取締役日和佐信子は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」です。 

２ 監査役伊東孝および小田木毅は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」です。 

３ 当社では、意思決定と業務執行の迅速化を目的として、執行役員制度を導入しています。 

取締役兼務者以外の執行役員は以下の通りです。 

常務執行役員 西尾 啓治 関東販売本部長 

常務執行役員 草島 憲雄 関西販売本部長 

執行役員 平田 公孝 広域営業部長 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は、経営における透明性の確保と社外からの監視機能の強化、市場の変化に即応できる経営体制の確立を柱

とする企業価値の向上をコーポレート・ガバナンスの基本方針としています。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

・当社は、監査役制度採用会社であります。 

・外部有識者を含む企業倫理委員会の設置、社外取締役の選任等により、経営に対する監視・監督機能の強化を

図っております。 

・執行役員制度の導入により業務の執行と監督の分離を図っております。 

② 会社の機関・内部統制の体制図 

・業務執行・経営の監視の仕組みは以下のとおりです。 

  



③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

・当社は会社の機関として会社法に規定する取締役会及び監査役会を設置しており、経営の重要な意思決定、業

務執行の監督ならびに監査を行っています。日常の業務執行に関しては執行役員に責任と権限を大幅に委譲

し、取締役会はより高い見地からの意思決定や戦略審議及び業務執行の監督に専念できる体制としています。

業務執行上の重要な意思決定や部門間の情報共有化、意思統一を目的に経営会議として、「経営執行会議」を

月２回開催しています。また、取締役会の諮問機関として社外取締役を委員長とする「企業倫理委員会」を設

置し、法令遵守・経営全般・品質に関して倫理的観点から、社外の有識者による提言や勧告・検証を受けてお

ります。 

・当社は役員・社員一人ひとりの行動規範として「雪印乳業行動基準」を制定しており、その遵守を誓うために

毎年役員・社員全員が宣誓書の提出を行っております。 

・行動基準の徹底を図るため、コンプライアンス部が全社のコンプライアンスの取組みを横断的に推進するとと

もに、社内の各部署に「行動リーダー」を配置し、年間活動計画に基づいた「グループ活動」や「事件を風化

させない活動」を実施しております。 

・コンプライアンス活動への取組み・遵守状況については、内部監査を通じて逐次検証を行っており、取締役会

の諮問機関である「企業倫理委員会」へも毎月報告しております。また、企業倫理委員会は実施状況の検証を

行った上で、社外委員の立場から取締役会に対する提言、勧告を行っております。 

④ 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

・内部監査は、コンプライアンス部監査グループが担当しています。コンプライアンス部監査グループは、会社

財産の保全と経営効率及び収益の向上に寄与することを目的として、経営の目標・方針・計画及び諸法規・諸

規程に対する会社及び関係会社の業務執行の適合性を監査し、その結果は社長及び監査役、関係部門に適宜報

告しています。 

・監査役は、監査役会で定めた監査方針及び監査計画に従って取締役の職務執行の監査を行っています。監査役

の構成につきましては、監査役が４名、うち２名は社外監査役です。監査役は会計監査人と年間６回定期的に

監査法人協議会を開催し、会計監査についての監査法人監査計画及び監査結果の報告、内部統制システム等を

主要課題とし、内部監査部門を含めた三様監査の立場から効率的監査実施に向け活発な意見交換を行っており

ます。 

⑤ 会計監査の状況 

・業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 

  ＊同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主的に業務

   執行社員の交替制度を導入しており、同法人において策定された交替計画に基づいて平成19年３月期会計

   期間をもって交替する予定となっておりましたが、同法人の交替規程改訂により、前倒しで平成18年３月

   期会計期間をもって交替する予定となっております。 

・会計監査業務に係る補助者は、新日本監査法人に所属する公認会計士20名および会計士補18名です。 

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

・社外監査役小田木毅、伊東孝両氏は、当社が顧問契約を締結している弁護士が所属する法律事務所の弁護士で

あります。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数 

業務執行社員 

宮 下   怜 

新日本監査法人 

― 

森 川 潤 一 ― 

玉 井 哲 史 ８年(＊) 



(2）リスク管理体制の整備の状況 

・経営戦略に基づく諸施策の実効性については、担当部署においてそのリスクの把握と対応策の検討を行い、稟

議制度及び必要に応じて経営会議や取締役会において審議の上、決定しております。 

・利益計画に関わる諸施策の進捗管理については、各事業が実務を担い、月次の経営会議にて全社的な管理を行

っております。また、為替・金利等の市場リスクや取引先の与信リスクについては、担当部署が管理を行い、

同様に月次の経営会議にて全社的な管理を行っております。 

・メーカー固有のリスクである品質リスクについては、「ＳＱＳ（雪印乳業品質保証システム）マニュアル」に

基づき、日次でのリスク管理を実施しております。また、不測の事態に備え、「危機管理マニュアル」を整備

しております。問題が発生した場合は、迅速に必要な初期対応を行い、損害・影響等を最小限にとどめる仕組

みを整えております。 

(3）役員報酬等および監査報酬等 

 当事業年度における取締役および監査役に対する役員報酬、および監査法人に対する監査報酬は以下のとおりで

あります。 

① 当社の取締役および監査役に対する役員報酬等 

  

② 会計監査人に対する監査報酬等 

（イ）当社および当社の子会社等が会計監査人に支払うべき監査報酬等の合計額 

62百万円 

（ロ）上記（イ）の合計額のうち、公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条１項の業務（監査証明業務）の

対価として当社および当社の子会社等が会計監査人に支払うべき監査報酬等の合計額 

60百万円 

（ハ）上記（ロ）の合計額のうち、当社が会計監査人に支払うべき会計監査人としての監査報酬等の額 

40百万円 

社内取締役に支払った報酬 161百万円

社外取締役に支払った報酬 6百万円

監査役に支払った報酬 35百万円

合計 203百万円



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項

のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、第55期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項

のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しています。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び第55期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１

日から平成18年３月31日まで）及び第56期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸

表及び財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けています。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金 ※１   7,924     9,027   

２ 受取手形及び売掛金 ※５   36,841     33,778   

３ 有価証券     2,411     1,102   

４ たな卸資産 ※１   33,049     31,373   

５ 繰延税金資産     646     2,555   

６ 未収入金     1,683     2,645   

７ 短期貸付金     906     32   

８ 現先短期貸付金     ―     3,499   

９ その他の流動資産     3,714     4,787   

10 貸倒引当金     △618     △556   

流動資産合計     86,560 40.5   88,245 42.3 

Ⅱ 固定資産               

(1）有形固定資産 ※１             

１ 建物   45,369     45,289     

減価償却累計額   27,064     27,758     

減損損失累計額   ― 18,304   485 17,044   

２ 構築物   10,005     9,793     

減価償却累計額   7,004     6,988     

減損損失累計額    ― 3,000   82 2,723   

３ 機械装置及び運搬具   87,044     85,312     

減価償却累計額   70,367     70,008     

減損損失累計額   ― 16,676   159 15,144   

４ 工具器具備品   10,137     9,975     

減価償却累計額   8,598     8,627     

減損損失累計額   ― 1,539   12 1,335   

５ 土地 ※８   51,404     45,657   

６ 建設仮勘定     63     196   

有形固定資産合計     90,989 42.5   82,101 39.4 

(2）無形固定資産               

１ ソフトウェア     997     896   

２ 施設利用権     184     139   

３ その他の 
無形固定資産 

    45     818   

無形固定資産合計     1,226 0.6   1,854 0.9 

(3）投資その他の資産               

１ 投資有価証券 
※１ 
※２ 

  13,166     15,199   

２ 長期貸付金     675     1,480   

３ 長期前払費用     1,237     1,056   

４ 繰延税金資産     13,636     12,317   

５ その他 
※１ 
※２ 

  7,396     7,449   

６ 貸倒引当金     △1,055     △1,326   

投資その他の資産合計     35,057 16.4   36,175 17.4 

固定資産合計     127,273 59.5   120,131 57.7 

資産合計     213,834 100.0   208,376 100.0 
                

 



    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金 ※１   29,935     28,989   

２ 短期借入金 ※１   60,211     21,550   

３ １年内に返済すべき 
長期借入金及び社債 

※１   1,466     11,427   

４ 未払金     8,928     8,025   

５ 未払法人税等     834     485   

６ 未払費用     3,321     3,054   

７ 預り金     734     276   

８ その他の流動負債     2,266     1,597   

流動負債合計     107,699 50.4   75,407 36.2 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     19,900     12,700   

２ 長期借入金 ※１   3,738     32,491   

３ 長期預り金     2,101     1,832   

４ 繰延税金負債     963     971   

５ 再評価に係る 
繰延税金負債 

※８   13,828     11,898   

６ 退職給付引当金     5,991     5,364   

７ 役員退職給与引当金     444     511   

８ その他の固定負債     2,913     2,366   

固定負債合計     49,882 23.3   68,135 32.7 

負債合計     157,582 73.7   143,542 68.9 

（少数株主持分）               

少数株主持分     12,256 5.7   12,564 6.0 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※６   15,969 7.5   8,668 4.2 

Ⅱ 資本剰余金     110 0.0   7,611 3.7 

Ⅲ 利益剰余金     6,549 3.1   16,951 8.1 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※８   20,743 9.7   17,622 8.5 

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金 

    542 0.2   1,295 0.6 

Ⅵ 為替換算調整勘定     135 0.1   226 0.1 

Ⅶ 自己株式 ※７   △55 △0.0   △107 △0.1 

資本合計     43,995 20.6   52,269 25.1 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    213,834 100.0   208,376 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     283,403 100.0   280,057 100.0 

Ⅱ 売上原価     216,349 76.3   214,116 76.5 

売上総利益     67,054 23.7   65,941 23.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 販売費 ※１ 49,273     45,893     

２ 一般管理費 
※２ 
※６ 

11,269 60,543 21.4 10,842 56,736 20.2 

営業利益     6,510 2.3   9,204 3.3 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   84     90     

２ 受取配当金   120     79     

３ 不動産賃貸料   494     528     

４ 匿名組合損益   375     430     

５ 持分法による投資利益   1,231     1,365     

６ その他収益   1,107 3,414 1.2 976 3,470 1.2 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   1,550     1,396     

２ たな卸資産除却売却損   1,083     917     

３ 補償金賠償金   19     145     

４ その他費用   585 3,239 1.1 1,072 3,531 1.2 

経常利益     6,685 2.4   9,142 3.3 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※３ 1,986     31     

２ 事業構造改革損失 
引当金取崩益 

  424     ―     

３ 厚生年金基金解散益   23,603     ―     

４ 貸倒引当金取崩益    ―     137     

５ 子会社清算益    ―     134     

６ 厚生年金基金清算に 
伴う一括拠出金返戻金  

  ―     1,246     

７ その他雑収益   248 26,263 9.2 767 2,317 0.8 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却売却損 ※４ 2,235     733     

２ 投資有価証券等評価損   19     31     

３ 減損損失  ※５ ―     4,765     

４ 確定拠出年金移行損失   775     ―     

５ 脱脂粉乳過剰在庫処理 
対策損失 

  1,892     ―     

６ その他雑損失   2,505 7,429 2.6 266 5,798 2.1 

税金等調整前 
当期純利益 

    25,518 9.0   5,661 2.0 

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,357     959     

法人税等調整額   16,515 17,872 6.3 △2,938 △1,978 △0.7 

少数株主利益     698 0.2   516 0.2 

当期純利益     6,947 2.5   7,124 2.5 

     



③【連結剰余金計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   0   110

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 増資による新株の発行    ― 7,500 

２ 自己株式処分差益   110 110 1 7,501

Ⅲ 資本剰余金減少高     

１ 欠損填補のための 
利益剰余金への振替額 

  0 0 ― ―

Ⅳ 資本剰余金期末残高   110   7,611

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △522   6,549

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 欠損填補のための 
資本剰余金からの振替額 

  0 ― 

２ 土地再評価差額金取崩額   462 3,030 

３ 持分法適用会社減少に 
よる利益剰余金増加高 

  ― 263 

４ 当期純利益   6,947 7,410 7,124 10,418

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 役員賞与   18 16 

２ 連結会社減少による 
利益剰余金減少高 

  320 338 ― 16

Ⅳ 利益剰余金期末残高   6,549   16,951

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益   25,518 5,661 

２ 減価償却費   5,816 5,225 

３ 減損損失   ― 4,765 

４ 持分法による投資利益   △1,231 △1,365 

５ 貸倒引当金の増加額（△減少額）   △10 227 

６ 退職給付引当金の減少額   △6,974 △627 

７ 厚生年金基金解散益    △23,603 ― 

８ 厚生年金基金清算に伴う 
一括拠出金返戻金  

  ― △1,246 

９ 役員退職給与引当金の増加額 
（△減少額） 

  △77 66 

10 事業構造改革損失引当金取崩益   △424 ― 

11 受取利息及び受取配当金   △205 △169 

12 支払利息   1,550 1,396 

13 固定資産売却益   △1,986 △31 

14 固定資産除却売却損・評価損   2,255 765 

15 売上債権の減少額（△増加額）   △2,695 3,062 

16 たな卸資産の減少額   6,413 1,676 

17 仕入債務の増加額（△減少額）   3,875 △1,997 

18 その他の増加額（△減少額）   3,452 △2,546 

小計   11,674 14,862 

19 利息及び配当金の受取額   287 270 

20 利息の支払額   △1,622 △1,314 

21 法人税等の支払額   △1,158 △1,313 

22 厚生年金基金清算による 
一括拠出金の返戻額  

  ― 1,246 

23 厚生年金基金解散による 
一括拠出金等の支払額 

  △8,843 △922 

営業活動によるキャッシュ・フロー   337 12,829 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 定期預金の預入による支出   △44 ― 

２ 定期預金の払戻による収入   151 114 

３ 有価証券の売却による収入   400 100 

４ 貸付けによる支出   △950 △1,234 

５ 貸付金の回収による収入   1,166 1,032 

６ 固定資産の取得による支出   △4,412 △3,126 

７ 有形・無形固定資産の売却による収入   1,531 2,297 

８ 信託受益権の売却による収入    8,500 ― 

９ 投資有価証券の取得による支出   △555 △1,161 

10 投資有価証券の売却による収入   74 159 

11 関係会社株式の売却による収入   ― 768 

12 金銭信託の取得による支出   ― △900 

13 連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
売却による収入 

  2,247 ― 

14 その他の減少額   △9 △17 

投資活動によるキャッシュ・フロー   8,100 △1,969 

 



    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入金純増減額   6,707 △38,487 

２ 社債償還による支出   △7,400 ― 

３ 長期借入金の返済による支出   △9,980 △16,486 

４ 長期借入による収入   ― 48,000 

５ 株式発行による収入   ― 14,883 

６ 優先株式有償消却による支出   ― △14,800 

７ 自己株式の売却による収入   315 ― 

８ その他の減少額   △234 △244 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △10,591 △7,134 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △7 △44 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)   △2,160 3,681 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   11,547 9,423 

Ⅶ 新規連結子会社の 
現金及び現金同等物の期首残高 

  36 ― 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高   9,423 13,104 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 子会社30社のうち17社 

連結子会社名は、「第１ 企業の概況」の４ 関係

会社の状況に記載しているので省略しました。 

当連結会計年度における連結子会社の異動は次の通

りです。 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 子会社26社のうち15社 

連結子会社名は、「第１ 企業の概況」の４ 関係

会社の状況に記載しているので省略しました。 

当連結会計年度における連結子会社の異動は次の通

りです。 

① 前連結会計年度において持分法適用非連結子会

社であった台湾雪印㈱は、重要性が増加し、当

連結会計年度期首より連結の範囲に含めること

としました。 

① 前連結会計年度において連結子会社であった雪

印食品㈱は清算結了により、当連結会計年度期

中にて連結の範囲から除いています。なお、同

社の当連結会計年度における損益計算書は上期

分のみ連結損益計算書に含まれています。 

② 前連結会計年度において、連結子会社であった

雪印物流㈱は株式売却にともない持分比率が減

少したため、当連結会計年度期首より連結の範

囲から除いております。また、雪印物流㈱の子

会社７社（関西流通システム㈱、㈱ウイングト

ランスポート、酪連運輸㈱、東海雪印トランス

ポート㈱、ティーワイ流通システム㈱、北海道

雪印物流㈱、㈱ユキウン）も雪印物流㈱の連結

除外にともない持分比率が減少したため、当連

結会計年度期首より連結の範囲から除いていま

す。 

② 前連結会計年度において連結子会社であった雪

印西梅田開発㈱は清算結了により、当連結会計

年度期中にて連結の範囲から除いています。 

なお、同社の当連結会計年度における損益計算

書は上期分のみ連結損益計算書に含まれていま

す。 

③ 前連結会計年度において連結子会社であったデ

イリークック㈱は清算結了により、当連結会計

年度期中にて連結の範囲から除いています。 

なお、同社の当連結会計年度における損益計算

書は上期分のみ連結損益計算書に含まれていま

す。 

 

④ 前連結会計年度において連結子会社であったほ

くれい㈱は株式売却により、当連結会計年度期

中にて連結の範囲から除いています。なお、同

社の当連結会計年度における損益計算書は上期

分のみ連結損益計算書に含まれています。 

 

非連結子会社の合計総資産額、売上高、当期純損益

及び利益剰余金等の額は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていません。 

非連結子会社の合計総資産額、売上高、当期純損益

及び利益剰余金等の額は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の非連結子会社数 ２社 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の非連結子会社数 ２社 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）持分法適用の関連会社数 10社 

  前連結会計年度において持分法適用関連会社で

あったネスレ・スノー㈱は株式売却にともない

持分比率が減少したため、当連結会計年度期中

にて持分法の適用から除外しました。 

(2）持分法適用の関連会社数 ９社 

  前連結会計年度において持分法適用関連会社で

あった㈱アクリフーズは株式売却により当連結

会計年度末で持分法の適用から除外しました。 

(3）持分法を適用しない非連結子会社（㈱雪印こども

の国牧場外）及び関連会社（スノーマーケティン

グ㈲外）は、それぞれ連結純損益及び連結利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用から除外し

ました。 

(3）持分法を適用しない非連結子会社（㈱雪印こども

の国牧場外）及び関連会社（スノーマーケティン

グ㈲外）は、それぞれ連結純損益及び連結利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用から除外し

ました。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、決算日が３月末日となっていな

い会社は次のとおりです。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、決算日が３月末日となっていな

い会社は次のとおりです。 

雪印種苗㈱ 決算日 ６月末日 

㈲ロイヤルファーム 〃 〃 

道東飼料㈱ 〃 〃 

東洋冷熱㈱ 〃 12月末日 

雪印オーストラリア㈲ 〃 〃 

台湾雪印㈱  〃 〃 

㈱雪印パーラー 〃 １月末日 

チェスコ㈱ 〃 ２月末日 

㈱エスアイシステム 〃 〃 

㈱ＹＢＳ 〃 〃 

ニチラク機械㈱ 〃 〃 

雪印種苗㈱ 決算日 ６月末日 

㈲ロイヤルファーム 〃 〃 

道東飼料㈱ 〃 〃 

東洋冷熱㈱ 〃 12月末日 

雪印オーストラリア㈲ 〃 〃 

台湾雪印㈱  〃 〃 

㈱雪印パーラー 〃 １月末日 

チェスコ㈱ 〃 ２月末日 

㈱エスアイシステム 〃 〃 

㈱ＹＢＳ 〃 〃 

ニチラク機械㈱ 〃 〃 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

連結財務諸表の作成に当っては、雪印種苗㈱、㈲ロ

イヤルファーム及び道東飼料㈱については、同じ年

の12月末日現在（中間決算日）で実施した中間決算

に基づく財務諸表を使用しています。他の連結子会

社については、各社の決算日現在の決算財務諸表を

使用していますが、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行うことと

しています。 

連結財務諸表の作成に当っては、雪印種苗㈱、㈲ロ

イヤルファーム及び道東飼料㈱については、同じ年

の12月末日現在（中間決算日）で実施した中間決算

に基づく財務諸表を使用しています。他の連結子会

社については、各社の決算日現在の決算財務諸表を

使用していますが、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行うことと

しています。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

(ア)満期保有目的の債券 

償却原価法により評価しています。 

(イ)その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移動平均法により

算定しています。） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

(ア)満期保有目的の債券 

同左 

(イ)その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

主として移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

総平均原価法、移動平均原価法又は先入先出原

価法のいずれかにより評価しています。 

② たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

建物及び構築物について、当社は定額法を、主

たる連結子会社は定率法を採用しています。そ

の他の有形固定資産については主として定率法

（一部の特定の工場については定額法）を採用

しています。 

耐用年数については法人税法に規定する方法と

同一の基準によっています。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

定額法によっています。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっています。 

② 無形固定資産 

同左 

③ 長期前払費用 

定額法によっています。 

③ 長期前払費用 

同左 

(3）繰延資産の処理方法 

新株発行費…支出時に全額費用として処理してい

ます。  

(3）繰延資産の処理方法 

新株発行費…支出時に全額費用として処理してい

ます。  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権等の損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しています。 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上しています。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10～20年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしています。 

 （追加情報） 

 当社を母体とする雪印乳業厚生年金基金は、平成17

年２月25日付で厚生労働省より解散が認可され、同日

をもって解散いたしました。 

 解散に伴う影響額23,603百万円は、「厚生年金基金

解散益」として特別利益に計上しております。 

 また、当社は、平成17年２月18日付で同省より、確

定拠出年金の導入承認を受け、平成17年４月１日より

従来の退職一時金制度の一部を変更し、確定拠出年金

及び前払い給付制度へ移行し、「退職給付制度間の移

行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響額775百万円は、「確定拠出年金

移行損失」として特別損失に計上しております。  

② 退職給付引当金 

同左 

 （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「『退職給付に係る会計基準』

の一部改正」(企業会計基準第３号 平成17年３月16

日)及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に

関する適用指針」(企業会計基準適用指針第７号 平

成17年３月16日)を適用しております。 

 これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益に与える影響は軽微であります。 

③ 役員退職給与引当金 

役員の退職金の支出に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額を計上していま

す。 

③ 役員退職給与引当金 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算

基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ています。なお、在外子会社の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含

めています。 

(5）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算

基準 

同左 

(6）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっています。 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

為替予約 

振当処理によっています。なお、外貨建予定

取引に係る為替予約については繰延処理を行

っています。 

(7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

為替予約 

同左 

金利スワップ 

金融商品に係る会計基準に定める特例処理に

よっています。 

金利スワップ 

繰延処理によっています。なお、特例処理の

対象となる金利スワップについては、当該特

例処理によっています。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引・金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務・借入金利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適

用会社）は、資産・負債の総合的管理の手段と

して、また、金融市場の為替変動リスクや金利

変動リスクに対応する手段として、デリバティ

ブ取引を利用しています。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約取引については、ヘッジ対象取引との

通貨単位、取引金額及び決済期日等の同一性に

ついて、社内管理資料に基づき有効性評価を行

っています。 

また、金利スワップ取引については、ヘッジ対

象取引のリスク分析を行い、ヘッジ対象取引と

の想定元本、利息の受払条件及び契約期間等の

同一性について、社内管理資料に基づき有効性

評価を行っています。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

⑤ その他 

当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適

用会社）は、デリバティブ取引に関する社内決

裁基準に従ってデリバティブ取引を行っていま

す。なお、取引の執行と事務管理の各機能につ

いては独立性を確保できるよう人員を配置して

います。また、取引執行後遅滞なく担当役員に

報告されています。 

⑤ その他 

同左 

(8）その他連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっています。 

(8）その他連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しています。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結会社及び持分法適用会社の利益処分について

は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しています。 

６ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資です。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しています。これにより税金等調整前当期純利益は

4,765百万円減少しています。 

 セグメント情報に与える影響については当該箇所に

記載しています。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき減損損失累計額の科目をもって表

示しています。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

預金 104百万円 (  ―百万円)

建物 12,559 ( 8,079   )

構築物 1,922 ( 1,922   )

機械装置及び運搬具 13,097 (13,097   )

工具器具備品 248 (  248    )

土地 48,015 (17,616   )

たな卸資産 291 (  ―   )

投資有価証券 8,142 (  ―   )

投資その他 4 (  ―   )

計 84,387 (40,964百万円)

預金 118百万円 (    ―百万円)

建物       11,816 ( 7,854      )

構築物      1,899 ( 1,899   )

機械装置及び

運搬具 
     12,200 (12,200    )

工具器具備品  217 (   217     )

土地       42,393 (17,582    )

たな卸資産  291 (  ―    )

投資有価証券      4,747 (   ―    )

計 73,683 (39,753百万円)

担保付債務 担保付債務 

短期借入金 57,257百万円 (30,727百万円)

１年内に返済すべき

長期借入金及び社債 
1,249 (  303   )

長期借入金 2,959 ( 2,939    )

計 61,466 (33,970百万円)

短期借入金 18,525百万円 (12,316百万円)

１年内に返済すべき

長期借入金及び社債 
1,425 (   968   )

長期借入金 19,514 (12,662    )

買掛金 27 (    ―      )

計 39,492 (25,947百万円)

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並びに当該債務

を示しています。 

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並びに当該債務

を示しています。 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりです。 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりです。 

投資有価証券（株式） 6,526百万円

出資金 48 

投資有価証券（株式）      6,727百万円

出資金  48 

 ３ 従業員の住宅資金借入に対して総額93百万円の保

証を行っています。 

 ３ 下記相手先の運転資金、住宅資金借入に対して総

額149百万円の保証を行っています。 

 従業員      66百万円

北海道農材工業㈱  83 

 ４ 当社は原料資材3,748百万円（このうち、外貨額

24,932千US$、1,386千EUR、1,102千DKK、420千NOK

を含む）の輸入先物買受契約をしています。 

雪印種苗㈱は原料他1,344百万円（このうち、外貨

額1,766千US$を含む）の先物買受契約をしていま

す。 

ビーンスターク・スノー㈱は原料他465百万円（こ

のうち、外貨額2,026千US$、1,038千EURを含む）

の輸入先物買受契約をしています。 

 ４ 当社は原料資材4,224百万円（このうち、外貨額

25,546千US$、2,995千EUR、703千DKKを含む）の輸

入先物買受契約をしています。 

雪印種苗㈱は原料他1,516百万円（このうち、外貨

額5,020千US$を含む）の先物買受契約をしていま

す。 

ビーンスターク・スノー㈱は原料他492百万円（こ

のうち、外貨額1,384千US$、1,563千EURを含む）

の輸入先物買受契約をしています。 

※５ 受取手形割引高は385百万円です。 ※５ 受取手形割引高は338百万円です。 

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※６ 当社の発行済株式総数は、次のとおりでありま

す。 

※６ 当社の発行済株式総数は、次のとおりでありま

す。 

普通株式 229,602,211株

Ａ種優先株式 4,500,000株

Ｂ種優先株式 6,000,000株

Ｃ種優先株式 9,500,000株

普通株式 243,810,871株

Ｃ種優先株式 9,500,000株

Ｄ種優先株式 8,726,628株

※７ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社が保有する自己株式の数は、普通株式 

196,055株です。 

※７ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社が保有する自己株式の数は、普通株式

314,522株です。 

※８ 土地再評価 ※８ 土地再評価 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律

第19号）に基づき、平成14年３月31日に事業用の

土地の再評価を行っています。 

なお、再評価差額については、土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31

日公布法律第24号）に基づき、当該評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本の部に計上して

います。 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律

第19号）に基づき、平成14年３月31日に事業用の

土地の再評価を行っています。 

なお、再評価差額については、土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31

日公布法律第24号）に基づき、当該評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本の部に計上して

います。 

・再評価の方法 ・再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定

める「当該事業用土地について地価税法第16条

に規定する地価税の課税価格の計算の基礎とな

る土地の価額を算定するために国税庁長官が定

めて公表した方法により算定した価額に合理的

な調整を行って算定する方法」、および第２条

第１号に定める「当該事業用土地の近隣の地価

公示法第６条に規定する標準値について同条の

規定により公示された価格に合理的な調整を行

って算定する方法」により算出しています。 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定

める「当該事業用土地について地価税法第16条

に規定する地価税の課税価格の計算の基礎とな

る土地の価額を算定するために国税庁長官が定

めて公表した方法により算定した価額に合理的

な調整を行って算定する方法」、および第２条

第１号に定める「当該事業用土地の近隣の地価

公示法第６条に規定する標準値について同条の

規定により公示された価格に合理的な調整を行

って算定する方法」により算出しています。 

・再評価を行った年月日   平成14年３月31日 ・再評価を行った年月日   平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当期末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額 

・再評価を行った土地の当期末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額 

△9,761百万円 △7,984百万円 

◎ 当社及び６社の連結子会社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため10行と当座貸越契約を締結

しています。これらの契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行額は次のとおりです。 

◎ 当社及び６社の連結子会社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため10行と当座貸越契約を締結

しています。これらの契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行額は次のとおりです。 

当座貸越極度額 54,425百万円

借入実行残高 37,250 

差引額 17,174 

当座貸越極度額       35,925百万円

借入実行残高       20,160 

差引額       15,765 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費の主な内容 ※１ 販売費の主な内容 

給料 6,173百万円

賞与手当 1,315 

退職給付費用 889 

運送保管料 9,154 

広告宣伝費 842 

販売促進費 23,453 

貸倒引当金繰入額 59 

減価償却費 438 

その他費用 6,945 

計 49,273百万円

給料      6,015百万円

賞与手当      1,376 

退職給付費用  566 

運送保管料      8,423 

広告宣伝費  705 

販売促進費       21,454 

貸倒引当金繰入額  317 

減価償却費  362 

その他費用      6,671 

計       45,893百万円

※２ 一般管理費の主な内容 ※２ 一般管理費の主な内容 

給料 3,054百万円

賞与手当 727 

退職給付費用 646 

減価償却費 617 

賃借料 985 

その他費用 5,239 

計 11,269百万円

給料      3,095百万円

賞与手当  723 

退職給付費用  419 

減価償却費  476 

賃借料  934 

その他費用      5,192 

計       10,842百万円

※３ 固定資産売却益の主な内容 ※３ 固定資産売却益の主な内容 

土地 127百万円

借地権 127 

投資有価証券   20 

投資その他 1,706 

機械装置及び運搬具外 5 

計 1,986百万円

土地    14百万円

投資有価証券   0 

工具器具備品  8 

機械装置及び運搬具外 7 

計      31百万円

※４ 固定資産除却売却損の主な内容 ※４ 固定資産除却売却損の主な内容 

固定資産売却損 固定資産売却損 

土地 185百万円

投資有価証券 530 

機械装置及び運搬具外 41 

計 757百万円

土地    53百万円

投資有価証券  241 

機械装置及び運搬具外  7 

計    303百万円

固定資産除却損 固定資産除却損 

建物 580百万円

機械装置及び運搬具 614 

構築物外 283 

計 1,478百万円

建物 158百万円

機械装置及び運搬具 238 

工具器具備品外 34 

計      430百万円

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※５         ───── ※５ 減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

について減損損失を計上しております。 

  

 

  

場所 用途 種類 減損損失 

長崎県 

佐世保市 
店舗資産 建物等 79百万円 

北海道 

江別市他 
賃貸資産 土地、建物等 1,514百万円 

北海道 

札幌市他 

食品製造 

設備他  

機械装置及 

び運搬具等 
 116百万円 

静岡県 

静岡市他  
遊休資産 土地、建物等 3,055百万円 

  当社グループは、事業用資産においては管理会計上の

区分を基準に、店舗資産、賃貸資産及び遊休資産におい

ては物件所在地単位で、本社等に関しては共用資産とし

て、グルーピングを行っております。 

 各資産グループのうち、営業損益が継続してマイナス

である店舗資産及び一部の事業用資産、賃貸資産と、時

価が下落している遊休資産について、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(4,765百万

円）として特別損失に計上しております。 

 その内訳は、土地3,599百万円、建物561百万円、機械

装置及び運搬具319百万円、その他資産285百万円であり

ます。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額と使用

価値のいずれか高い方を使用し、正味売却価額の算定に

あたっては、重要性のあるものは不動産鑑定士による鑑

定評価額又は売却予定金額を、それ以外の資産のうち土

地については、路線価等を基に、土地以外の資産につい

ては備忘価額にて評価しております。 

 また、使用価値の算出にあたっては、将来キャッシ

ュ・フローを５％で割り引いて算出しております。 

  

※６ 一般管理費に含まれる研究開発費 ※６ 一般管理費に含まれる研究開発費 

1,999百万円 2,080百万円 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日） （平成18年３月31日） 

現金及び預金勘定   7,924百万円

有価証券勘定   2,411百万円

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 

  
△114百万円

株式及び償還期間が 

３ヶ月を超える債券等 

  
△100百万円

短期借入金のうち 

現金同等物 

  
△698百万円

現金及び現金同等物   9,423百万円

現金及び預金勘定    9,027百万円

有価証券勘定   1,102百万円

現先短期貸付金   3,499百万円

短期借入金のうち 

現金同等物 

  
△525百万円

現金及び現金同等物   13,104百万円

２ 当連結会計年度期首において新規連結により増加し

た資産、負債の主な内容 

  

新規連結となった会社名は、「連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項」に記載のとおりで

す。 

  

流動資産 84百万円

固定資産 2百万円

資産合計 86百万円

流動負債 172百万円

固定負債 1百万円

負債合計 173百万円

 

３ 当連結会計年度期首において連結除外により減少し

た資産、負債の主な内容 

  

連結除外となった会社名は、「連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項」に記載のとおりで

す。 

  

流動資産 3,847百万円

固定資産 5,950百万円

資産合計 9,797百万円

流動負債 4,394百万円

固定負債 887百万円

負債合計 5,282百万円

 

４ 当連結会計年度期中において連結除外により減少し

た資産、負債の主な内容 

  

連結除外となった会社名は、「連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項」に記載のとおりで

す。 

  

流動資産 519百万円

固定資産 974百万円

資産合計 1,494百万円

流動負債 368百万円

固定負債 901百万円

負債合計 1,270百万円

 



（リース取引関係） 

(1）借手側 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

減価償却累 
計額相当額 

期末残高 
相当額 

機械装置及び
運搬具 

1,236百万円 632百万円 603百万円

工具器具備品 2,928百万円 1,695百万円 1,233百万円

その他 254百万円 55百万円 198百万円

合計 4,419百万円 2,383百万円 2,035百万円

取得価額 

相当額 

減価償却累 

計額相当額 

減損損失累 

計額相当額 

期末残高 

相当額 

機械装置及び

運搬具 
963百万円 565百万円 ―百万円 397百万円

工具器具備品 2,266百万円 1,108百万円 8百万円 1,149百万円

その他 249百万円 102百万円 ―百万円 146百万円

合計 3,479百万円 1,777百万円 8百万円 1,693百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 628百万円

１年超 1,468百万円

合計 2,097百万円

１年内 575百万円

１年超 1,188百万円

合計 1,763百万円

 リース資産減損勘定の残高 8百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び 

支払利息相当額 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 906百万円

減価償却費相当額 833百万円

支払利息相当額 68百万円

支払リース料 695百万円

リース資産減損勘定の取崩額 1百万円

減価償却費相当額 643百万円

支払利息相当額 55百万円

減損損失 10百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっています。 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 ５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっています。 

同左 

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 2百万円

１年超 1百万円

合計 4百万円

１年内 1百万円

１年超 0百万円

合計 2百万円



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理は行っていません。 

なお、当該株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に、連結会計年度における最高値・最安値と帳簿価格との乖

離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財

務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しています。 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

区分 種類 

連結決算日に 
おける連結貸借 
対照表計上額 
（百万円） 

連結決算日に 
おける時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

時価が連結貸借対照表計上額を 

超えないもの 

(1）地方債 300 299 △0 

(2）社債 200 199 △0 

小計 500 499 △0 

合計 500 499 △0 

区分 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結決算日に 
おける連結貸借 
対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得 

原価を超えるもの 

(1）株式 770 1,811 1,041 

(2）債券       

社債 1 1 0 

その他 50 50 0 

(3）その他 9 15 5 

小計 831 1,879 1,047 

連結貸借対照表計上額が取得 

原価を超えないもの 

(1）株式 489 367 △122 

(2）債券       

社債 97 93 △4 

小計 587 461 △126 

合計 1,418 2,340 921 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

502 3 4 



４ 時価のない主な有価証券の内容 

(1）満期保有目的の債券 

(2）その他有価証券 

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場外国債券 100 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 2,799 

非上場出資証券 999 

マネー・マネジメント・ファンド 2,311 

区分 １年以内（百万円） １年超５年以内（百万円） 

債券     

地方債 ― 300 

非上場外国債券 100 ― 

社債 ― 301 

その他 ― 50 

合計 100 651 



当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について３百万円の減損処理を行っています。 

なお、当該株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に、連結会計年度における最高値・最安値と帳簿価格との乖

離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財

務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しています。 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

区分 種類 

連結決算日に 
おける連結貸借 
対照表計上額 
（百万円） 

連結決算日に 
おける時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

時価が連結貸借対照表計上額を 

超えないもの 

(1）地方債 399 397 △1 

(2）社債 700 683 △16 

小計 1,099 1,081 △18 

合計 1,099 1,081 △18 

区分 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結決算日に 
おける連結貸借 
対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得 

原価を超えるもの 

(1）株式 957 2,820 1,862 

(2）その他 9 29 19 

小計 967 2,850 1,882 

連結貸借対照表計上額が取得 

原価を超えないもの 

(1）株式 857 758 △98 

小計 857 758 △98 

合計 1,824 3,608 1,783 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

159 0 3 



４ 時価のない主な有価証券の内容 

その他有価証券 

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 2,763 

非上場出資証券 999 

マネー・マネジメント・ファンド 1,102 

区分 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

債券         

地方債 ― 399 ― ― 

社債 ― 200 ― 500 

合計 ― 599 ― 500 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容及びデリバティブ取引に対する取組方針

と利用目的 

 当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会

社）は、資産・負債の総合的管理の手段として、ま

た、金融市場の為替変動リスクに対応する手段とし

て、デリバティブ取引を利用しています。 

 通貨デリバティブ取引では、原材料等の輸入による

買入債務の為替レートの変動によるリスクをヘッジす

る目的で、先物為替予約取引を利用しています。 

投機目的やトレーディング目的のデリバティブ取引は

行っていません。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っています。 

(1）取引の内容及びデリバティブ取引に対する取組方針

と利用目的 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

為替予約 

振当処理によっています。なお、外貨建予定取

引に係る為替予約については繰延処理を行って

います。 

① ヘッジ会計の方法 

為替予約 

同左 

金利スワップ 

金融商品に係る会計基準に定める特例処理によ

っています。 

金利スワップ 

繰延処理によっています。なお、特例処理の対

象となる金利スワップについては、当該特例処

理によっています。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引・金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務・借入金利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

当社グループは、資産・負債の総合的管理の手

段として、また、金融市場の為替変動リスクや

金利変動リスクに対応する手段として、デリバ

ティブ取引を利用しています。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約取引については、ヘッジ対象取引との

通貨単位、取引金額及び決済期日等の同一性に

ついて、社内管理資料に基づき有効性評価を行

っています。 

また、金利スワップ取引については、ヘッジ対

象取引のリスク分析を行い、ヘッジ対象取引と

の想定元本、利息の受払条件及び契約期間等の

同一性について、社内管理資料に基づき有効性

評価を行っています。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



２ 取引の時価等に関する事項 

（前連結会計年度） 

  すべてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しています。 

（当連結会計年度） 

  すべてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しています。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）取引に係る各種のリスクの内容 

 デリバティブ取引自体に付随するリスクのうち、主

要なものとしては市場リスクと信用リスクがありま

す。 

 市場リスクとは市場の変化によりポジションに損益

が発生するリスクで、通貨デリバティブは為替変動リ

スクに晒されます。なお、デリバティブ取引は連結貸

借対照表上の資産・負債が晒される市場リスクを効果

的に相殺しており、これら取引のリスクは重要なもの

ではありません。 

 また、信用リスクとは取引の相手方が債務不履行に

陥ることにより、得られるはずであった効果を享受で

きなくなるリスクです。 

デリバティブ取引の相手方は格付けの高い銀行等に限

られており、取引相手方の債務不履行による損失の発

生は予想していません。 

(2）取引に係る各種のリスクの内容 

同左  

(3）リスク管理体制 

 当社グループは、デリバティブ取引に関する社内決

裁基準に従ってデリバティブ取引を行っています。な

お、取引の執行と事務管理の各機能については独立性

を確保できるよう人員を配置しています。また、取引

執行後遅滞なく担当役員に報告されています。 

(3）リスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

（前連結会計年度） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けています。

一部の連結子会社については、総合型の厚生年金基金に加入しています。また、従業員の退職等に際して割増退

職金を支払う場合があります。 

なお、提出会社において、退職給付信託を設定しています。 

 当社を母体とする雪印乳業厚生年金基金は、平成17年２月25日付で厚生労働省より解散が認可され、同日をも

って解散しました。また、当社では、平成17年４月１日に、退職一時金制度の一部について、確定拠出年金及び

前払い給付制度に移行しております。 

２ 退職給付債務に関する事項（平成17年３月31日） 

 （注）１ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しています。 

２ 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

３ 退職一時金制度から確定拠出年金制度への移行に伴う影響額は次のとおりです。  

退職給付債務の減少額    3,253百万円  

未認識数理計算上の差異   △496百万円  

退職給付引当金の減少額   2,757百万円  

また、確定拠出年金制度への資産移換額は3,532百万円であり、８年間で移換する予定であります。 

なお、当連結会計年度末時点の未移換額3,532百万円は、未払金及び長期未払金（その他の固定負債）に計

上しております。 

３ 退職給付費用に関する事項（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しています。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しています。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △18,213百万円

ロ 年金資産 10,381百万円

ハ 未積立金退職給付債務（イ＋ロ） △7,831百万円

ニ 未認識年金資産 △1,240百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 5,125百万円

ヘ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △3,947百万円

ト 前払年金費用 2,044百万円

チ 退職給付引当金（ヘ－ト） △5,991百万円

イ 勤務費用（注）１ 1,289百万円

ロ 利息費用 2,684百万円

ハ 過去勤務費用 △487百万円

ニ 期待運用収益 △2,162百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 1,224百万円

ヘ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 2,548百万円

ト 厚生年金基金解散益  △23,603百万円

チ 確定拠出年金移行損失   775百万円

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％―2.5％ 

ハ 期待運用収益率 1.0％―5.0％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 １年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数による定額法による） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年～20年（発生時の従業員の平均残存勤務期間ま
たは平均残存受給期間以内の一定の年数による定額
法による） 



（当連結会計年度） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており、一

部の連結子会社については、総合型の厚生年金基金に加入しています。また、従業員の退職等に際して割増退職

金を支払う場合があります。 

 当社では、平成17年４月１日より退職一時金制度の一部について、確定拠出年金及び前払い給付制度に移行し

ております。 

なお、提出会社において、退職給付信託を設定しています。 

２ 退職給付債務に関する事項（平成18年３月31日） 

  （注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

前連結会計年度における確定拠出年金制度への資産移換額は3,532百万円であり、８年間で移換する予定で

あります。 

なお、当連結会計年度末時点の未移換額2,674百万円は、未払金及び長期未払金（その他の固定負債）に計

上しております。 

３ 退職給付費用に関する事項（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注） １ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しています。 

      ２ 「ヘ その他」は、確定拠出年金への掛金支払額であります。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

次へ  

イ 退職給付債務 △17,248百万円

ロ 年金資産 16,707百万円

ハ 未積立金退職給付債務（イ＋ロ） △540百万円

ニ 未認識数理計算上の差異 △2,358百万円

ホ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ） △2,899百万円

ヘ 前払年金費用 2,464百万円

ト 退職給付引当金（ホ－ヘ） △5,364百万円

イ 勤務費用（注）１ 713百万円

ロ 利息費用 419百万円

ハ 期待運用収益 △107百万円

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 285百万円

ホ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 1,310百万円

ヘ その他  （注）２ 186百万円

計 1,497百万円

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％―2.5％ 

ハ 期待運用収益率 1.0％―3.0％ 

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年～20年（発生時の従業員の平均残存勤務期間ま
たは平均残存受給期間以内の一定の年数による定額
法による） 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（流動）  

繰越欠損金 313百万円

未払賞与 172百万円

未払事業税 50百万円

棚卸資産 63百万円

貸倒引当金 6百万円

その他の未払金 2百万円

その他 38百万円

繰延税金資産（流動）合計 646百万円

   

繰延税金資産（流動）の純額 646百万円

   

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金 6,533百万円

繰越欠損金 7,921百万円

有形固定資産 532百万円

無形固定資産等 87百万円

その他 1,470百万円

繰延税金資産（固定）合計 16,545百万円

   

繰延税金負債（固定）  

圧縮記帳積立金等 671百万円

保有株式退職給付信託設定益 1,828百万円

その他 1,372百万円

繰延税金負債（固定）合計 3,872百万円

   

繰延税金資産（固定）の純額 13,636百万円

   

繰延税金負債（固定）の純額 963百万円

繰延税金資産（流動）  

繰越欠損金 412百万円

未払賞与 625百万円

未払事業税 39百万円

棚卸資産 350百万円

その他の未払金 360百万円

その他  767百万円

繰延税金資産（流動）合計 2,555百万円

   

繰延税金資産（流動）の純額 2,555百万円

   

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金 6,431百万円

繰越欠損金 7,307百万円

有形固定資産 606百万円

無形固定資産等 66百万円

長期未払金 739百万円

その他 363百万円

繰延税金資産（固定）合計 15,514百万円

   

繰延税金負債（固定）  

圧縮記帳積立金等 622百万円

保有株式退職給付信託設定益 1,828百万円

投資有価証券 713百万円

その他 1,003百万円

繰延税金負債（固定）合計 4,169百万円

   

繰延税金資産（固定）の純額 12,317百万円

   

繰延税金負債（固定）の純額 971百万円

(注) 繰延税金資産の算定に当り平成17年３月31日現在

の繰延税金資産から控除された金額は、50,338百

万円です。 

(注) 繰延税金資産の算定に当り平成18年３月31日現在

の繰延税金資産から控除された金額は、30,136百

万円です。 

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.3％

（調整）  

交際費等永久に損金にされない項目 0.6％

受取配当金等永久に益金に 

されない項目 
△0.9％

退職給付信託株式売却損 △1.0％

住民税均等割等 0.6％

将来減算一時差異のうち繰延税金 

資産の算定対象から除いたもの 
33.7％

持分法による投資利益 △2.0％

その他 △1.3％

税効果会計適用後の法人税の負担率 70.0％

法定実効税率 40.3％

（調整）  

交際費等永久に損金にされない項目 1.9％

受取配当金等永久に益金に 

されない項目 
△2.3％

住民税均等割等 2.6％

将来減算一時差異のうち繰延税金 

資産の算定対象から除いたもの 
△68.3％

持分法による投資利益 △9.7％

その他 0.6％

税効果会計適用後の法人税の負担率 △34.9％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 （注）１ 事業区分は、製品の種類及び販売市場の類似性を考慮して、区分しています。 

２ 各事業の主な製品 

(1）食品……………乳製品、油脂等 

(2）飼料・種苗……牛用飼料、牧草・飼料作物種子等 

(3）その他…………包装材料、斡旋品、共同配送センター事業等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は15,251百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び事業の用に供していない土地

等です。 

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれています。 

  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

食品 
（百万円） 

飼料・種苗 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 
連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 215,380 39,707 28,315 283,403 ― 283,403 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
5 894 5,411 6,311 (6,311) ― 

計 215,385 40,602 33,726 289,714 (6,311) 283,403 

営業費用 211,941 39,829 31,432 283,203 (6,311) 276,892 

営業利益 3,444 772 2,294 6,510 (―) 6,510 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

資本的支出 
            

資産 152,241 36,873 15,003 204,118 9,716 213,834 

減価償却費 4,222 1,201 461 5,886 (69) 5,816 

資本的支出 3,252 764 153 4,170 (53) 4,116 



 （注）１ 事業区分は、製品の種類及び販売市場の類似性を考慮して、区分しています。 

２ 各事業の主な製品 

(1）食品……………乳製品、油脂等 

(2）飼料・種苗……牛用飼料、牧草・飼料作物種子等 

(3）その他…………包装材料、斡旋品、共同配送センター事業等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は16,255百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金（現金、有価証券及び現先短期貸付金）、長期投資資金（投資有価証券）及び事業の用に

供していない土地等です。 

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれています。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。 

当連結会計年度 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略して

います。 

【関連当事者との取引】 

Ⅰ 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

Ⅱ 当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

食品 
（百万円） 

飼料・種苗 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 
連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 213,297 39,614 27,145 280,057 ― 280,057 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
10 794 5,502 6,307 (6,307) ― 

計 213,307 40,409 32,648 286,365 (6,307) 280,057 

営業費用 206,633 39,799 30,728 277,161 (6,307) 270,853 

営業利益 6,674 609 1,919 9,204 （―） 9,204 

Ⅱ 資産、減価償却費、 

減損損失及び資本的支出 
            

資産 141,784 36,425 16,022 194,232 14,144 208,376 

減価償却費 3,907 1,143 229 5,280 (55) 5,225 

減損損失 78 497 1,821 2,398 2,367 4,765 

資本的支出 3,148 790 90 4,029 (44) 3,984 



（１株当たり情報） 

 （注）１ １株当たり情報の計算については、自己株式を控除して算出しております。 

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 104.52円       139.75円 

１株当たり当期純利益 30.24円 30.79円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 19.65円   20.35円 

  

１株当たり純資産額については、
期末純資産額から「期末発行済優
先株式数×発行価額」及び「その
他の普通株主に帰属しない金額」
を控除した金額を、期末発行済普
通株式数（自己株式を除く）で除
して計算しています。 

１株当たり純資産額については、
期末純資産額から「期末発行済優
先株式数×発行価額」及び「その
他の普通株主に帰属しない金額」
を控除した金額を、期末発行済普
通株式数（自己株式を除く）で除
して計算しています。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当り当期純利益     

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 6,947 7,124 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 17 13 

（うち利益処分による役員賞与金(百万円)） (17) (13) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 6,929 7,110 

普通株式の期中平均株式数（株） 229,137,872 230,950,871 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） ―   ― 

普通株式増加数（株） 123,456,787 118,450,618 

（うちＡ種優先株式（株）） 27,777,777 22,450,531 

（うちＢ種優先株式（株）） 37,037,035 29,934,041 

（うちＣ種優先株式（株）） 58,641,975 58,641,975 

（うちＤ種優先株式(株）） ― 7,424,071 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１ （ ）内の数字は内数で１年以内に返済すべき額を示し、連結貸借対照表において流動負債に計上してい

ます。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりです。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のと

おりです。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率 担保 償還期限 

雪印乳業㈱ 
第２回無担保社債 

（社債間限定同順位特約付） 
平成9.10.21 6,500 6,500 年2.5％ 無担保 平成19.10.19 

〃 
第３回無担保社債 

（社債間限定同順位特約付） 
平成11.12.1 6,200 6,200 年2.15％ 〃 平成21.12.１ 

〃 
第４回無担保社債 

（社債間限定同順位特約付） 
平成11.12.1 7,200 

7,200 

(7,200) 
年1.74％ 〃 平成18.12.１ 

合計 ― ― 19,900 
19,900 

(7,200) 
― ― ― 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

7,200 6,500 ― 6,200 ― 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 60,211 21,550 1.3 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,466 4,227 1.6 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,738 32,491 1.7 

平成19年８月 

から 

平成29年２月 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 65,415 58,268 ― ― 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 5,223 12,606 2,606 10,481 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
第55期 

（平成17年３月31日） 
第56期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     632     700   

２ 受取手形     94     60   

３ 売掛金 ※５   18,779     15,976   

４ 商品 ※１   1,258     1,637   

５ 製品     17,460     15,779   

６ 半製品     3,001     2,628   

７ 斡旋品     9     7   

８ 原材料     2,481     2,811   

９ 仕掛品     213     202   

10 貯蔵品     308     314   

11 前渡金     5     －   

12 前払費用     2,260     2,705   

13 繰延税金資産     －     2,337   

14 未収収益     18     145   

15 従業員短期債権     97     2   

16 現先短期貸付金     －     3,499   

17 関係会社短期貸付金     5,382     3,005   

18 未収入金     834     1,894   

19 立替金 ※５   296     316   

20 その他     359     111   

21 貸倒引当金     △1,683     △627   

流動資産合計     51,811 31.9   53,510 35.1 

                

 



    
第55期 

（平成17年３月31日） 
第56期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定資産               

(1）有形固定資産 
※１ 
※２ 

            

１ 建物   30,107     30,256     

減価償却累計額   18,866     19,392     

減損損失累計額   － 11,241   433 10,430   

２ 構築物   7,335     7,407     

減価償却累計額   5,226     5,346     

減損損失累計額   － 2,109   81 1,979   

３ 機械及び装置   59,492     58,990     

減価償却累計額   50,012     50,352     

減損損失累計額   － 9,480   93 8,544   

４ 車輌運搬具   87     88     

減価償却累計額   80     81     

減損損失累計額   － 6   0 7   

５ 工具器具備品   6,987     6,871     

減価償却累計額   6,223     6,207     

減損損失累計額   － 764   11 652   

６ 土地 ※６   46,717     41,219   

７ 建設仮勘定     5     51   

有形固定資産合計     70,324 43.4   62,885 41.3 

(2）無形固定資産               

１ 借地権     244     244   

２ ソフトウェア     899     811   

３ 施設利用権     111     101   

４ その他無形固定資産     －     740   

無形固定資産合計     1,255 0.8   1,898 1.3 

 



    
第55期 

（平成17年３月31日） 
第56期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産               

１ 投資有価証券 ※１   5,867     7,208   

２ 関係会社株式 ※１   15,269     10,063   

３ 出資金 ※１   3,055     3,485   

４ 関係会社出資金     48     48   

５ 長期貸付金     331     274   

６ 従業員長期貸付金     10     7   

７ 関係会社長期貸付金     19,771     1,681   

８ 破産・更生、これに
準ずる債権 

    501     486   

９ 長期前払費用     143     33   

10 繰延税金資産     12,809     11,401   

11 敷金及び保証金     1,334     1,241   

12 その他投資等     －     16   

13 貸倒引当金     △20,322     △1,981   

投資その他の資産合計     38,820 23.9   33,967 22.3 

固定資産合計     110,400 68.1   98,751 64.9 

資産合計     162,212 100.0   152,261 100.0 

                

 



    
第55期 

（平成17年３月31日） 
第56期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形 ※５   170     788   

２ 買掛金 ※５   13,443     12,891   

３ 短期借入金 
※１ 
※５ 

  57,289     15,480   

４ 一年内に返済すべき長
期借入金 

※１   971     3,640   

５ 一年内償還社債     －     7,200   

６ 未払金 ※５   6,327     4,237   

７ 未払法人税等     132     112   

８ 未払消費税等     494     171   

９ 未払費用     2,448     3,832   

10 前受金     342     325   

11 預り金     527     71   

12 従業員預り金     113     115   

13 固定資産取得支払手形 ※５   466     322   

14 その他流動負債     59     53   

流動負債合計     82,786 51.0   49,242 32.3 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     19,900     12,700   

２ 長期借入金 ※１   22     29,381   

３ 長期未払金     2,712     2,284   

４ 再評価に係る 
繰延税金負債 

※６   13,828     11,898   

５ 退職給付引当金     3,326     2,507   

６ 役員退職給与引当金     276     346   

７ 長期預り金     1,736     1,461   

８ その他固定負債     －     16   

固定負債合計     41,802 25.8   60,597 39.8 

負債合計     124,588 76.8   109,839 72.1 

                

 



    
第55期 

（平成17年３月31日） 
第56期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※３   15,969 9.8   8,668 5.7 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   －     7,500     

２ その他資本剰余金               

(1）自己株式処分差益   110     111     

資本剰余金合計     110 0.1   7,611 5.0 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 当期未処分利益   322     7,606     

利益剰余金合計     322 0.2   7,606 5.0 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※６   20,743 12.8   17,622 11.5 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

    533 0.3   1,020 0.7 

Ⅵ 自己株式 ※４   △55 △0.0   △107 △0.0 

資本合計     37,623 23.2   42,422 27.9 

負債及び資本合計     162,212 100.0   152,261 100.0 

                



②【損益計算書】 

   
第55期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    

１ 売上高 ※１ 131,457 128,998   

２ 受入工料手数料 ※１ 4,069 135,526 100.0 3,839 132,837 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１ 製商品、斡旋品期首棚
卸高 

 27,870 21,730   

２ 当期製品製造原価  83,442 82,629   

３ 当期商品仕入高  19,060 22,023   

合計  130,374 126,382   

４ 原料勘定他振替高 ※２ 15,492 15,452   

５ 製商品、斡旋品期末棚
卸高 

 21,730 93,151 68.7 20,053 90,876 68.4

売上総利益  42,375 31.3 41,960 31.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 販売費 ※３ 30,487 28,302   

２ 一般管理費 
※３ 
※７ 

7,710 38,198 28.2 7,486 35,788 27.0

営業利益  4,176 3.1 6,172 4.6

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 ※１ 171 73   

３ 受取配当金 ※１ 678 441   

４ 不用資材売却益  224 236   

５ 不動産賃貸料 ※１ 372 369   

６ 保険金賠償金  81 288   

７ 匿名組合損益  375 430   

８ 為替差益  14 89   

９ その他収益  479 2,396 1.8 187 2,116 1.6

     
 



   
第55期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  885 836   

２ 社債利息  508 421   

３ 寄付金  45 2   

４ たな卸資産除却損  910 769   

５ その他費用  326 2,677 2.0 1,036 3,065 2.3

経常利益  3,895 2.9 5,223 3.9

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※４ 3,084 696   

２ 厚生年金基金解散益  23,608 －   

３ 厚生年金基金清算に 
伴う一括拠出金返戻金 

 － 1,246   

４ その他特別利益  1,301 27,995 20.7 877 2,820 2.1

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却売却損 ※５ 1,636 468   

２ 関係会社整理損  980 －   

３ 投資有価証券等評価損  6 2,421   

４ 脱脂粉乳過剰在庫処理対
策損失 

 1,892 －   

５ 確定拠出年金移行損失  775 －   

６ 減損損失 ※６ － 3,993   

７ その他特別損失  1,450 6,742 5.0 106 6,989 5.2

税引前当期純利益  25,148 18.6 1,054 0.8

法人税、住民税及び事
業税 

 84 75   

法人税等調整額  17,912 17,997 13.3 △3,274 △3,198 △2.4

当期純利益  7,151 5.3 4,253 3.2

前期繰越利益または 
前期繰越損失(△） 

 △7,291 322 

土地再評価差額金 
取崩額 

 462 3,030 

当期未処分利益  322 7,606 

     



製造原価明細書 

 （注）１ 原価計算の方法 

当社の原価計算は、各工場を原価計算単位として、組別総合原価計算方法により、原価を算定しています。

配賦方法は、直接費は発生額を製品組に直接賦課し、間接費は累計額をその原価要素の性質に応じた配賦比

率により、各製品組に配賦しています。 

２ 経費のうち主なものは次のとおりです。 

   
第55期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 原材料費  66,787 80.0 66,290 80.2

Ⅱ 労務費  8,076 9.7 7,368 8.9

Ⅲ 経費  8,570 10.3 8,959 10.9

当期総製造費用  83,434 100.0 82,618 100.0 

期首仕掛品棚卸高  221 213 

合計  83,656 82,832 

期末仕掛品棚卸高  213 202 

当期製品製造原価  83,442 82,629 

  第55期 第56期 

減価償却費 2,818百万円     2,684百万円 

電力用水費 1,214百万円      1,191百万円 



③【利益処分計算書】 

   
第55期 

（平成17年６月27日） 
第56期 

（平成18年６月27日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

     

Ⅰ 当期未処分利益  322 7,606 

     

Ⅱ 次期繰越利益  322 7,606 

     



重要な会計方針 

項目 
第55期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

    

(1）子会社株式及び関連会

社株式 

移動平均法による原価法 同左 

(2）その他有価証券 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定しています。） 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

    

(1）製品・半製品・商品・

仕掛品 

総平均法による原価法 同左 

(2）斡旋品・原材料・貯蔵

品 

移動平均法による原価法 同左 

 ３ 固定資産の減価償却の方

法 

    

(1）有形固定資産 建物及び構築物は定額法を、その他の有

形固定資産は定率法を採用しています。 

耐用年数については法人税法の規定する

方法と同一の基準によっています。 

同左 

  

(2）無形固定資産 定額法によっています。 

なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっています。 

同左 

(3）長期前払費用 定額法によっています。 同左 

 ４ 繰延資産の処理方法   ─────── 新株発行費…支出時に全額費用として処

理しています。  

  

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しています。 

同左 

６ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

  

売上債権等の損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しています。 

  

同左 

 



項目 
第55期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）退職給付引当金 ① 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を

計上しています。 

数理計算上の差異は、各期の発生時

における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（20年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌期から費用処理することとし

ています。 

（追加情報） 

当社を母体とする雪印乳業厚生年金基金

は、平成17年２月25日付で厚生労働省よ

り解散が認可され、同日をもって解散い

たしました。 

 解散に伴う影響額23,608百万円は、

「厚生年金基金解散益」として特別利益

に計上しております。 

 また、当社は、平成17年２月18日付で

同省より、確定拠出年金の導入承認を受

け、平成17年４月１日より従来の退職一

時金制度の一部を変更し、確定拠出年金

及び前払い給付制度へ移行し、「退職給

付制度間の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１号）を適用

しております。 

 本移行に伴う影響額775百万円は、「確

定拠出年金移行損失」として特別損失に

計上しております。 

① 退職給付引当金 

同左 

  

（会計方針の変更） 

当事業年度より「『退職給付に係る会計

基準』の一部改正」（企業会計基準第３

号 平成17年３月16日）及び「『退職給

付に係る会計基準』の一部改正に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第７

号 平成17年３月16日）を適用しており

ます。 

 これによる営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益に与える影響は軽微であ

ります。 

  ② 役員退職給与引当金 

役員の退職金の支出に備えるため内

規に基づく額を計上しています。 

② 役員退職給与引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

ます。 

同左 

 



項目 
第55期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

８ ヘッジ会計の方法     

(1）ヘッジ会計の方法 ①為替予約 

振当処理によっています。なお、外貨

建予定取引に係る為替予約については

繰延処理を行っています。 

①為替予約 

同左 

   

  

②金利スワップ 

繰延処理を行っています。  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

ヘッジ手段 

為替予約取引・金利スワップ 

  ヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務 

ヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務・借入金利息 

(3）ヘッジ方針 当社は資産・負債の総合的管理の手段と

して、また、金融市場の為替変動リスク

に対応する手段として、デリバティブ取

引を利用しています。 

当社は資産・負債の総合的管理の手段と

して、また、金融市場の為替変動リスク

及び金利変動リスクに対応する手段とし

て、デリバティブ取引を利用していま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方

法 

為替予約取引については、ヘッジ対象取

引との通貨単位、取引金額及び決済期日

等の同一性について、社内管理資料に基

づき有効性評価を行っています。 

同左 

(5）その他 当社はデリバティブ取引に関する社内決

裁基準に従ってデリバティブ取引を行っ

ています。なお、取引の執行と事務管理

の各機能については独立性を確保できる

よう人員を配置しています。また、取引

執行後遅滞なく担当役員に報告されてい

ます。 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

    

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっています。 

同左 



会計処理方法の変更 

第55期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用していま

す。 

 これにより税引前当期純利益は3,993百万円減少して

います。 

 なお、減損損失累計額については改正後の財務諸表等

規則に基づき減損損失累計額の科目をもって表示してお

ります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第55期 
（平成17年３月31日） 

第56期 
（平成18年３月31日） 

※１ このうち、建物6,026百万円、土地15,289百万円、

機械8,748百万円、構築物1,549百万円、工具器具備

品191百万円、合計31,804百万円について工場財団を

組成し、短期借入金26,727百万円、一年内に返済す

べき長期借入金18百万円、合計26,746百万円の財団

抵当に供しています。 

 また、建物4,182百万円、土地31,427百万円、投資

有価証券5,397百万円、関係会社株式13,521百万円、

商品291百万円、出資金4百万円、合計54,823百万円

は、一年内に返済すべき長期借入金922百万円、短期

借入金25,831百万円、合計26,753百万円の担保に供

しています。 

※１ このうち、建物5,866百万円、土地15,255百万円、

機械8,080百万円、構築物1,538百万円、工具器具備

品168百万円、合計30,907百万円について工場財団を

組成し、短期借入金8,316百万円、一年内に返済すべ

き長期借入金668百万円、長期借入金10,023百万円、

合計19,008百万円の財団抵当に供しています。 

 また、建物3,757百万円、土地25,963百万円、投資

有価証券4,744百万円、関係会社株式3,220百万円、

商品291百万円、合計37,978百万円は、長期借入金

6,851百万円、一年内に返済すべき長期借入金456百

万円、短期借入金5,684百万円、合計12,992百万円の

担保に供しています。 

※２ 固定資産の圧縮記帳残額は867百万円です。 ※２ 固定資産の圧縮記帳残額は795百万円です。 

※３ 授権株式数 500,000,000株

  うち普通株式 480,000,000株

  Ａ種優先株式 4,500,000株

  Ｂ種優先株式 6,000,000株

  Ｃ種優先株式 9,500,000株

※３ 授権株式数 483,226,628株

  うち普通株式            465,000,000株

  Ｃ種優先株式          9,500,000株

  Ｄ種優先株式 8,726,628株

 （定款の定めにより、普通株式につき消却があっ

た場合又は優先株式につき消却若しくは普通株式へ

の転換があった場合には、会社が発行する株式につ

いて、これに相当する株式数を減ずることとなって

います。） 

 （定款の定めにより、普通株式につき消却があっ

た場合又は優先株式につき消却若しくは普通株式へ

の転換があった場合には、会社が発行する株式につ

いて、これに相当する株式数を減ずることとなって

います。） 

  発行済株式総数 249,602,211株

  うち普通株式 229,602,211株

  Ａ種優先株式 4,500,000株

  Ｂ種優先株式 6,000,000株

  Ｃ種優先株式 9,500,000株

  発行済株式総数            262,037,499株

  うち普通株式            243,810,871株

  Ｃ種優先株式          9,500,000株

  Ｄ種優先株式 8,726,628株

※４ 自己株式の保有数 ※４ 自己株式の保有数 

普通株式 196,055株 普通株式        314,522株

※５ 関係会社に係る注記 ※５ 関係会社に係る注記 

 区分掲記された以外で関係会社に対するものは次

のとおりです。 

 区分掲記された以外で関係会社に対するものは次

のとおりです。 

売掛金 3,470百万円

立替金 260百万円

支払手形 10百万円

買掛金 2,371百万円

短期借入金 4,330百万円

未払金 146百万円

固定資産取得支払手形 18百万円

売掛金      2,855百万円

立替金    275百万円

支払手形   618百万円

買掛金      1,652百万円

短期借入金      1,480百万円

未払金    209百万円

固定資産取得支払手形   34百万円

 



第55期 
（平成17年３月31日） 

第56期 
（平成18年３月31日） 

※６ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19

号）に基づき、平成14年３月31日に事業用の土地の

再評価を行っています。 

 なお、再評価差額については、土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日

公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として資本の部に計上しています。 

※６ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19

号）に基づき、平成14年３月31日に事業用の土地の

再評価を行っています。 

 なお、再評価差額については、土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日

公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として資本の部に計上しています。 

・再評価の方法 ・再評価の方法 

 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る「当該事業用土地について地価税法第16条に規

定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表

した方法により算定した価額に合理的な調整を行

って算定する方法」、および第２条第１号に定め

る「当該事業用土地の近隣の地価公示法第６条に

規定する標準値について同条の規定により公示さ

れた価格に合理的な調整を行って算定する方法」

により算出しています。 

 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る「当該事業用土地について地価税法第16条に規

定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表

した方法により算定した価額に合理的な調整を行

って算定する方法」、および第２条第１号に定め

る「当該事業用土地の近隣の地価公示法第６条に

規定する標準値について同条の規定により公示さ

れた価格に合理的な調整を行って算定する方法」

により算出しています。 

・再評価を行った年月日   平成14年３月31日 ・再評価を行った年月日   平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当期末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額 

・再評価を行った土地の当期末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額 

△9,761百万円 △7,984百万円 

※ 売掛金の担保等のため次のとおり有価証券および定

期預金証書等を受取り保管しています。 

※ 売掛金の担保等のため次のとおり有価証券および定

期預金証書等を受取り保管しています。 

㈱丸和株式ほか      7口 52百万円 ㈱丸和株式ほか      8口   52百万円

※ 当社は、下記相手先の金融機関からの運転資金、住

宅資金ほか借入に対して総額 422百万円の保証を行っ

ています。 

※ 当社は、下記相手先の金融機関からの運転資金、住

宅資金ほか借入に対して総額747百万円の保証を行って

います。 

㈱エスアイシステム 331百万円

従業員 91百万円

㈱エスアイシステム    683百万円

従業員   63百万円

※ フォンテラジャパン㈱ほかとの間に原料資材4,315百

万円(このうち外貨額29,130千US$、1,386千EUR、1,102

千DKK、420千NOKを含む)の輸入先物買受契約をしてい

ます。 

※ フォンテラジャパン㈱ほかとの間に原料資材4,901百

万円(このうち外貨額30,108千US$、2,995千EUR、703千

DKKを含む)の輸入先物買受契約をしています。 

 



第55期 
（平成17年３月31日） 

第56期 
（平成18年３月31日） 

※ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行６行と当座貸越契約を締結しています。 

 この契約に基づく当期末の借入未実行残高は次のと

おりです。 

※ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行８行と当座貸越契約を締結しています。 

 この契約に基づく当期末の借入未実行残高は次のと

おりです。 

当座貸越極度額 45,300百万円

借入実行残高 30,917百万円

差引額 14,383百万円

当座貸越極度額       28,000百万円

借入実行残高       14,000百万円

差引額       14,000百万円

※ 平成14年６月27日開催の定時株主総会において、下

記の欠損てん補を行っています。 
 

資本準備金 18,945百万円  

 平成15年６月26日開催の定時株主総会において、下

記の欠損てん補を行っています。 

※ 平成15年６月26日開催の定時株主総会において、下

記の欠損てん補を行っています。 

資本準備金 15,469百万円 資本準備金       15,469百万円

※ 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は533百万円です。 

※ 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は1,020百万円で

す。 



（損益計算書関係） 

第55期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るもの ※１ 関係会社との取引に係るもの 

 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ています。 

 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ています。 

売上高 14,103百万円

受入工料手数料 2,807百万円

受取利息 167百万円

受取配当金 585百万円

不動産賃貸料 15百万円

売上高       12,439百万円

受入工料手数料      2,739百万円

受取利息   68百万円

受取配当金    363百万円

不動産賃貸料   2百万円

※２ 原料勘定他振替高の主な内容 ※２ 原料勘定他振替高の主な内容 

(1）自家製品の原料廻し振替高 (1）自家製品の原料廻し振替高 

煉乳 5百万円  チーズ 6,082百万円

粉乳 1,034百万円  その他 20百万円

バター 1,644百万円  計 8,787百万円

煉乳  16百万円 チーズ  6,393百万円

粉乳 1,254百万円 その他   37百万円

バター 1,606百万円 計  9,309百万円

(2）拡売用景品、脱脂粉乳過剰在庫処理等振替高 (2）拡売用景品、脱脂粉乳過剰在庫処理等振替高 

チーズ、脱脂粉乳外 6,704百万円

合計 15,492百万円

チーズ、脱脂粉乳外      6,143百万円

合計       15,452百万円

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりです。 

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりです。 

(1）販売費 (1）販売費 

給料 2,177百万円

賞与手当 416百万円

退職給付費用 557百万円

運送保管料 5,636百万円

広告宣伝費 399百万円

販売促進費 19,001百万円

減価償却費 68百万円

給料      2,301百万円

賞与手当    507百万円

退職給付費用    288百万円

運送保管料      5,145百万円

広告宣伝費    248百万円

販売促進費       17,083百万円

減価償却費   34百万円

貸倒引当金繰入額 302百万円

(2）一般管理費 (2）一般管理費 

給料 1,950百万円

賞与手当 389百万円

退職給付費用 527百万円

役員退職給与引当金繰入額 89百万円

減価償却費 420百万円

給料      1,978百万円

賞与手当    406百万円

退職給付費用    257百万円

役員退職給与引当金繰入額   86百万円

減価償却費    315百万円

※４ 固定資産売却益の主な内容 ※４ 固定資産売却益の主な内容 

投資有価証券 2,829百万円

土地 127百万円

借地権 127百万円

機械及び装置外 0百万円

合計 3,084百万円

投資有価証券      678百万円

土地  14百万円

機械及び装置外 4百万円

合計      696百万円

 



第55期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※５ 固定資産除却売却損の主な内容 ※５ 固定資産除却売却損の主な内容 

固定資産売却損  

土地 185百万円

機械及び装置外 38百万円

合計 223百万円

   

固定資産除却損  

建物 564百万円

機械及び装置 606百万円

構築物 168百万円

工具器具備品外 73百万円

合計 1,412百万円

固定資産売却損  

土地    53百万円

機械及び装置外   5百万円

合計    58百万円

   

固定資産除却損  

建物    152百万円

機械及び装置    232百万円

構築物    9百万円

工具器具備品外   14百万円

合計      409百万円

 ────── ※６ 減損損失 

  当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しています。 

 場所 用途 種類 減損損失額 

長崎県佐世保市 
直営 

店舗資産
建物等  79百万円

北海道江別市 他 賃貸資産 土地、建物等  1,514百万円

静岡県静岡市 他 遊休資産 土地、建物等  2,398百万円

  当社は、事業用資産及び社宅・保養所等の共用資産につい

ては、各々１つのグループとし、直営店舗資産、賃貸資

産、及び遊休資産については物件所在地単位にグルーピン

グをしております。 

 各資産グループのうち、営業損益が継続してマイナスで

ある直営店舗資産及び一部の賃貸資産と、時価が下落して

いる遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（3,993百万円）として特別損失

に計上しております。 

 その内訳は、土地3,348百万円、建物433百万円、その他

資産210百万円であります。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額と使用価

値のいずれか高い方を使用し、正味売却価額の算出にあた

っては、重要性のあるものは不動産鑑定士による鑑定評価

額又は売却予定金額を、それ以外の資産のうち土地につい

ては路線価等を基に、土地以外の資産については備忘価額

を付し算出しております。 

 また、使用価値の算出にあたっては将来キャッシュ・フ

ローを５％で割り引いて算出しております。 

※７ 研究開発費の総額 ※７ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 1,222百万円 一般管理費に含まれる研究開発費 1,158百万円



（リース取引関係） 

第55期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

◎ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

◎ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高相
当額 

機械及び装置 361百万円 112百万円 248百万円

車輌運搬具 151百万円 96百万円 54百万円

工具器具備品 1,131百万円 876百万円 254百万円

合計 1,643百万円 1,085百万円 557百万円

取得価額 
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

減損損失
累計額相
当額 

期末残高
相当額 

機械及び 
装置 

   359百万円   150百万円    －   209百万円

車輌運搬具    83百万円   37百万円   －   45百万円

工具器具 
備品 

   391百万円   150百万円    0百万円   240百万円

合計    834百万円   338百万円    0百万円   495百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額等 

     未経過リース料期末残高相当額 

１年内 147百万円

１年超 423百万円

合計 571百万円

１年内    140百万円

１年超    369百万円

合計    509百万円

リース資産減損勘定残高 0百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 365百万円

減価償却費相当額 337百万円

支払利息相当額 17百万円

支払リース料    162百万円

リース資産減損勘定の取崩額 0百万円

減価償却費相当額    151百万円

支払利息相当額   11百万円

減損損失  0百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 ５ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっています。 

同左 

◎ オペレーティング・リース取引 ◎ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 1百万円

１年超 1百万円

合計 3百万円

１年内  1百万円

１年超  0百万円

合計  2百万円



（有価証券関係） 

第55期（平成17年３月31日） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

※時価のある関連会社株式は所有していません。 

第56期（平成18年３月31日） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

※時価のある関連会社株式は所有していません。 

種類 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

子会社株式 3,221 6,655 3,434 

種類 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

子会社株式 3,221 7,296 4,075 



（税効果会計関係） 

第55期 
（平成17年３月31日） 

第56期 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 繰延税金資産の算定に当たり平成17年３月31日現在

の繰延税金資産から控除された金額は55,582百万円で

す。 

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金 5,703百万円

繰越欠損金 7,921百万円

有形固定資産 148百万円

無形固定資産等 23百万円

その他 1,196百万円

繰延税金資産（固定）合計 14,993百万円

   

繰延税金負債（固定）  

保有株式退職給付信託設定益 1,828百万円

その他有価証券評価差額金 355百万円

繰延税金負債（固定）合計 2,184百万円

   

繰延税金資産（固定）の純額 12,809百万円

 繰延税金資産の算定に当たり平成18年３月31日現在

の繰延税金資産から控除された金額は27,554百万円で

す。 

繰延税金資産（流動）   

 繰越欠損金 406百万円

 未払事業税 16百万円

 棚卸資産 314百万円

 未確定費用 743百万円

 未払賞与 486百万円

 その他  368百万円

繰延税金資産（流動）合計  2,337百万円

   

 繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金    5,503百万円

繰越欠損金    7,307百万円

有形固定資産    189百万円

無形固定資産等   29百万円

その他      880百万円

繰延税金資産（固定）合計   13,910百万円

   

繰延税金負債（固定）  

保有株式退職給付信託設定益    1,828百万円

その他有価証券評価差額金    680百万円

繰延税金負債（固定）合計    2,508百万円

   

繰延税金資産（固定）の純額   11,401百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.0％

（調整）  

交際費等永久に損金にされない項目 0.1％

受取配当金等永久に益金にされない項目 △0.8％

退職給付信託株式売却損 △1.0％

住民税均等割等 0.3％

将来減算一時差異のうち繰延税金資産の

算定対象から除いたもの 
32.2％

その他 0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 71.6％

法定実効税率 40.0％

（調整）  

交際費等永久に損金にされない項目 2.9％

受取配当金等永久に益金にされない項目 △11.3％

住民税均等割等 7.1％

将来減算一時差異のうち繰延税金資産の

算定対象から除いたもの 
△341.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △303.2％



（１株当たり情報） 

 （注）１ １株当たり情報の計算については、自己株式を控除して算出しております。 

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
第55期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 76.82円      99.37円 

１株当たり当期純利益 31.21円      18.42円 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

20.28円      12.17円 

  １株当たり純資産額については、期
末純資産額から「期末発行済優先株
式数×発行価額」及び「その他の普
通株主に帰属しない金額」を控除し
た金額を、期末発行済普通株式数
（自己株式を除く）で除して計算し
ています。 

１株当たり純資産額については、期
末純資産額から「期末発行済優先株
式数×発行価額」及び「その他の普
通株主に帰属しない金額」を控除し
た金額を、期末発行済普通株式数
（自己株式を除く）で除して計算し
ています。 

項目 
第55期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（百万円） 7,151 4,253 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―  

（うち利益処分による役員賞与金） （―） （―） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 7,151 4,253 

普通株式の期中平均株式数（株） 229,137,872 230,950,871 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） ―  ― 

普通株式増加数（株） 123,456,787 118,450,618 

（うちＡ種優先株式（株）） 27,777,777 22,450,531 

（うちＢ種優先株式（株）） 37,037,035 29,934,041 

（うちＣ種優先株式（株）） 58,641,975 58,641,975 

（うちＤ種優先株式（株）） ― 7,424,071 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【その他】 

銘柄 株式数（千株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価 

証券 

その他 

有価証券 

㈱日本アクセス 5,368 1,849 

三井トラストホールディングス㈱ 876 1,507 

㈱カネカ 207 292 

㈱上組 259 242 

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 400 200 

札幌駅南口開発㈱ 3 180 

㈱モスフードサービス 84 145 

ユニー㈱  62 117 

植田製油㈱ 210 115 

㈱アークス 50 81 

その他（114銘柄） 1,934 1,446 

計 9,456 6,178 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価 

証券 

その他 

有価証券 
地方債（１銘柄） 0 0 

計 0 0 

種類及び銘柄 投資口数等（千口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価 

証券 

その他 

有価証券 

農林中央金庫優先出資証券 1,115 999 

投資信託受益証券（１銘柄） 2 29 

計 1,117 1,029 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期増加額の主な内容 

機械及び装置・・・・・大樹工場342百万円、横浜チーズ工場235百万円、磯分内工場228百万円、 

幌延工場165百万円 

２ 当期減少額の主な内容 

機械及び装置・・・設備更新等に伴う除却として 

冨士食品工業㈱貸与設備532百万円、中標津工場332百万円、横浜チーズ工場254百

万円 大樹工場134百万円、幌延工場111百万円 

土地・・・・・・・静岡市遊休土地1,350百万円、旧都城工場463百万円、神戸市遊休土地191百万円 

３ 当期償却額の配賦内容 

投資その他の資産の当期償却額は各科目に複合費として配賦されています。 

４ 「当期減少額」及び「当期償却額」欄の（ ）内は内書で減損損失の計上額です。  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 

 減損損失 
累計額 

（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高（百万
円） 

有形固定資産                 

建物 30,107 204 55 30,256 19,392 433 
1,000 

(433) 
10,430 

構築物 7,335 100 27 7,407 5,346 81 
229 

(90) 
1,979 

機械及び装置 59,492 1,243 1,744 58,990 50,352 93 
1,935 

(97) 
8,544 

車輌運搬具 87 2 1 88 81 0 
1 

(0) 
7 

工具器具備品 6,987 108 224 6,871 6,207 11 
178 

(11) 
652 

土地 46,717 － 
5,498 

(3,348) 
41,219 － － － 41,219 

建設仮勘定 5 1,704 1,658 51 － － － 51 

有形固定資産計 150,733 3,363 
9,210 

(3,348) 
144,886 81,380 620 

3,345 

(634) 
62,885 

無形固定資産                 

借地権 244 － － 244 － － － 244 

ソフトウェア 2,048 236 － 2,285 1,473 － 323 811 

施設利用権 130 － 
25 

(9) 
105 3 － 0 101 

その他無形固定資産 － 740 － 740 － － － 740 

無形固定資産計 2,424 976 
25 

(9) 
3,375 1,477 － 324 1,898 

長期前払費用 745 22 － 767 734 － 132 33 

繰延資産                 

 ― － － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － － 

  （固定資産） （投資その他の資産）

販売費及び一般管理費 350百万円 132百万円

製造原価経費 2,684百万円 －百万円

  3,035百万円 132百万円



【資本金等明細表】 

 （注）※１ 当期末における自己株式の数は314,522株です。 

※２ 普通株式の当期増加額はＤ種優先株式の普通株式への転換によるものです。 

※３ Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式の当期減少額は、資本減少（Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式の

強制有償消却の方法による資本減少）によるものです。 

※４ Ｄ種優先株式の当期増加額は、新規発行によるもです。 

※５ Ｄ種優先株式の当期減少額は、資本減少（Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式の強制有償消却の方法による資本

減少）及び普通株式への転換によるものです。 

※６ 資本準備金の当期増加額は、Ｄ種優先株式発行による組入によるものです。 

※７ その他資本剰余金の自己株式処分差益の当期増加額は、単元未満株式買増制度に基づく自己株式の売却損

益を計上していることによるものです。 

【引当金明細表】 

 （注）※１ 当期減少額（その他）は洗替処理によるものです。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 15,969 10,199 17,500 8,668 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式※１ ※２ （株） (229,602,211) (14,208,660)  （－） (243,810,871)

普通株式※２ （百万円） 5,969 2,699 － 8,668 

Ａ種優先株式※３ （株） (4,500,000)  （－） (4,500,000)  （－）

Ａ種優先株式※３ （百万円） 2,250  2,250 － 

Ｂ種優先株式※３ （株） (6,000,000)  （－） (6,000,000)  （－）

Ｂ種優先株式※３ （百万円） 3,000  3,000 － 

Ｃ種優先株式※３ （株） (9,500,000)  （－）  （－） (9,500,000) 

Ｃ種優先株式※３ （百万円） 4,750 － 4,750 － 

Ｄ種優先株式※４ ※５ （株） － (15,000,000) (6,273,372) (8,726,628) 

Ｄ種優先株式※４ ※５ （百万円） － 7,500 7,500 － 

計 （株） (249,602,211) (29,208,660) (16,773,372) (262,037,499) 

計 （百万円） 15,969 10,199 17,500 8,668 

 資本準備金及

びその他資本剰

余金 

資本準備金※６   － 7,500 － 7,500 

その他資本剰余金※７ 

（自己株式処分差益） 
（百万円） 110 1 － 111 

計 （百万円） 110 7,501 － 7,611 

利益準備金及

び任意積立金 

  

― （百万円） － － － － 

計 （百万円） － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金     ※１ 22,005 2,608 20,014 1,991 2,608 

役員退職給与引当金  276 86 16 － 346 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

(1）現金及び預金 

(2）受取手形 

 （注） ※ 丹平中田㈱外 

受取手形の期日別内訳 

(3）売掛金 

 （注） ※ 明治屋商事㈱外 

区分 金額（百万円） 

預金の種類   

普通預金 670 

当座預金 25 

計 696 

現金 4 

合計 700 

相手先 金額（百万円） 

㈱サトー商会 33 

服部コーヒーフーズ㈱ 12 

アクト中食㈱ 7 

㈱トワニ 5 

その他※ 1 

合計 60 

平成18年４月 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

60 60 

相手先 金額（百万円） 

㈱日本アクセス 6,651 

日本アクセス北海道㈱ 783 

日本ミルクコミュニティ㈱  769 

雪印タイ㈱ 547 

スノーマーケティング㈲ 469 

その他※ 6,754 

合計 15,976 



売掛金の回収状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記発生高には消費税等が含まれています。 

(4）商品 

 （注） ※ 関東、北陸地区販売用土地３件（総面積5,020㎡総額155百万円）を含みます。 

(5）製品 

(6）半製品 

(7）斡旋品 

(8）原材料 

(9）仕掛品 

区分 
(A) 繰越高 

（百万円） 

(B) 発生高 

（百万円） 

(C) 回収高 

（百万円） 

(D) 期末残高 

（百万円） 

回収率

（％） 

(C) 
──── 
(A)＋(B) 

滞留日数

（日） 

(D) 
── 
(B) 
×365 

売掛金 18,779 139,307 142,119 15,967 89.89 41.83 

品名 金額（百万円） 品名 金額（百万円） 

バター 817 その他※ 703 

チーズ 115     

    合計 1,637 

品名 金額（百万円） 品名 金額（百万円） 

バター 3,551 チーズ 1,589 

粉乳 9,325 その他 1,313 

    合計 15,779 

品名 金額（百万円） 品名 金額（百万円） 

粗製チーズ 2,613 ― ― 

その他 14 合計 2,628 

品名 金額（百万円） 品名 金額（百万円） 

宣伝物品 0 ― ― 

その他 7 合計 7 

品名 金額（百万円） 品名 金額（百万円） 

砂糖 6 その他原料 344 

乳製品原料 2,291 包装材料 169 

    合計 2,811 

品名 金額（百万円） 品名 金額（百万円） 

原料乳 146 ―   

その他 56 合計 202 



(10）貯蔵品 

(11）関係会社株式 

 （注） ※ 雪印香港㈲外 

品名 金額（百万円） 品名 金額（百万円） 

薬品類 8 劣化資産 143 

燃料 59 その他 50 

部品類 53 合計 314 

銘柄 金額（百万円） 

雪印種苗㈱ 3,221 

雪印オーストラリア㈲ 1,712 

イーエヌ大塚製薬㈱ 1,200 

Ｓ．Ｅ．Ｐ．Ｖ．㈱ 1,190 

ロッテスノー㈱ 608 

日本ポート産業㈱ 600 

㈱エスアイシステム 440 

東洋冷熱㈱ 356 

ビーンスターク・スノー㈱ 140 

甲南油脂㈱ 127 

その他※ 465 

合計 10,063 



(12）支払手形 

 （注） ※ ㈱キタ・パブリシティ外 

(13）固定資産取得支払手形 

 （注） ※ 三菱電機冷熱プラント㈱外 

支払手形の期日別内訳（固定資産取得支払手形を含む） 

(14）買掛金 

 （注） ※ 伊藤忠商事㈱外 

相手先 金額（百万円） 

㈱クレスコ 608 

日本通運㈱ 42 

㈱三宝商会 19 

タジマコーポレーション㈱ 17 

旺星商事㈱ 15 

その他※ 85 

合計 788 

相手先 金額（百万円） 

日建総業㈱ 40 

㈱近藤建設 34 

㈱ＹＢＳ 34 

㈱ホッコン 15 

㈱富士通ビジネスシステム 15 

その他※ 181 

合計 322 

平成18年４月 
（百万円） 

５月 
（百万円） 

６月 
（百万円） 

７月 
（百万円） 

８月 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

290 329 246 222 21 1,110 

相手先 金額（百万円） 

ホクレン農業協同組合連合会 4,107 

フォンテラジャパン㈱ 831 

甲南油脂㈱ 695 

三菱商事㈱ 538 

日清オイリオグループ㈱ 374 

その他※ 6,344 

合計 12,891 



(15）短期借入金 

 （注） ※ ㈱北海道銀行外 

(16）社債 

(17）長期借入金 

 （注） ※1 ㈱北海道銀行外 

     ※2 その他にはシンジケートローン12,500百万円が含まれており、これは農林中央金庫、㈱みずほコーポレ

ート銀行、㈱三菱東京UFJ銀行を幹事とする借入先22社によるものです。 

(3）【その他】 

(1）決算日後の状況 

 特記すべき事項はありません。 

(2）訴訟 

 特記すべき事項はありません。 

借入先 金額（百万円） 

農林中央金庫 6,550 

㈱みずほコーポレート銀行 2,700 

㈱三菱東京UFJ銀行 2,200 

みずほ信託銀行㈱ 1,130 

中央三井信託銀行㈱ 590 

その他※ 2,310 

合計 15,480 

銘柄 金額（百万円） 償還期限 

第２回無担保社債 

（社債間限定同順位特約付） 
6,500 平成19.10.19 

第３回無担保社債 

（社債間限定同順位特約付） 
6,200 平成21.12.１ 

合計 12,700 ― 

借入先 金額（百万円） 

農林中央金庫 7,893 

㈱みずほコーポレート銀行 3,253 

㈱三菱東京UFJ銀行 2,643 

みずほ信託銀行㈱ 1,368 

中央三井信託銀行㈱ 712 

その他※1 ※2 13,509 

合計 29,381 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 500株券、1,000株券、10,000株券及び50,000株券 

中間配当基準日 該当なし 

１単元の株式数 500株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 本店 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき250円 

単元未満株式の買取り・買増し   

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取・買増し手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

 １【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はない。 

 ２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
（第55期） 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

平成17年６月28日 
関東財務局長に提出。 

(2) 臨時報告書  企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第３号の規定に基づくもの  

平成17年８月12日 
関東財務局長に提出。  

 (3) 臨時報告書  企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第１項及び同条第２項第２号の規定に
基づくもの 

平成17年９月28日 
関東財務局長に提出。  

(4) 半期報告書 （第56期中） 自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

平成17年12月22日 
関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成17年６月27日

雪 印 乳 業 株 式 会 社     

  取 締 役 会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮 下    怜  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 森 川  潤 一  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 玉 井  哲 史  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている雪印乳

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、雪

印乳業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月28日

雪 印 乳 業 株 式 会 社     

  取 締 役 会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮 下    怜  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 森 川  潤 一  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 玉 井  哲 史  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている雪印乳

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、雪

印乳業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度より固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

    平成17年６月27日

雪 印 乳 業 株 式 会 社     

  取 締 役 会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮 下    怜  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 森 川  潤 一  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 玉 井  哲 史  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている雪印乳

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第55期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、雪印乳

業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月28日

雪 印 乳 業 株 式 会 社     

  取 締 役 会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮 下    怜  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 森 川  潤 一  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 玉 井  哲 史  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている雪印乳

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第56期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、雪印乳

業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

  会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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